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“Bazukuri Company”としての活動により、

環境‧社会課題の解決に取り組み、各ステークホルダーとの

双方向の�!"��ーションを通じて満足度を高めることで、

サステ��ル	社会の実現に貢献します。

2024年11月29日 サステナブルファイナンスの推進 サステナ&リティ‧リンク‧ローンの取り組み

2024年10月31日 サステナブルファイナンスの推進 サステナ&リティ‧リンク‧ローンの取り組み

2024年10月18日 GRESBリ�ルエステイト評価「ス�ン!ィング‧インベスト/ント‧ベンチマーク」において「4ス�ー」「グリーンス�ー」を取得

2024年03月19日 サステナブルファイナンスの推進 脱炭素推進支援私募債の取り組み

2024年02月15日 CDP2023気候変動プログラムにおいてリー�ーシップレベル「A-」を獲得

SUSTAINABILITY VISION

サステナビリティニュース

一覧

ホーム サステナビリティ

サステナビリティ

トップメッセージ
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E：環境

環境に対する考え方

気候変動への対策

水資源に対する取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対する取り組み

S：社会

人権‧労働基準

人材マネジメント

多様な働き方の実現

健康と安全

社会サプライチェーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

コーポレート‧ガバナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプライアンス

リスクマネジメント

サステナビリティマネジメント

サステナビリティ活動（ESG）

外部評価 ESGデータ 対照表

第三者保証 サステナビリティレポート

サステナビリティ�考え方 サステナビリティ推進体制等
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「Bazukuri Company」としてサステナブル

な社会の実現に貢献してまいります。

当社は、東京、大阪、名古屋等の証券取引所ビルのオーナー企業として設立され、日本の金融インフラ施設等を支えること

を通じて、テナント、取引先、地域社会などとの信頼関係を構築してきました。

「Bazukuri Company」としての活動により、環境‧社会課題の解決や各ステークホルダーとの双方向の9X[K8ーショ

ンを通じて満足度を高めることによって、サステナブルな社会の実現に貢献いたします。

サステナブルな社会および成長を実現するため、企業活動を通じて社会課題の解決、SDGsへの貢献に取り組みます。特に

重要課題として認識しているものは、気候変動への対策、産業振興および地域振興、BーシャルKーズへの対応、自然災害

リスクへの対応、9ーV`ート‧ガバナンスの強化であり、これ&の課題に対して各種取り組みを進めていきます。

また、東京の国際的な都市間競争の強化が求め&れる中、日本橋兜町‧茅場町再開発を通じて、東京都が中心となって進め

ている「国際金融都市‧東京」構想の一翼を担い、東京の金融地区のインフラ向上に寄与してまいります。

このような基本的な考え方のもと、日本橋兜町‧茅場町の第一弾プロジェクトとなるKABUTO ONEが2021年8月に開業いた

しました。KABUTO ONEは「国際金融都市‧東京」構想と紐づいて、金融�点及びその機能の整備という点が評価され、

国�戦略特区のプロジェクトとして認定されております。また、帰宅困難者対応施設の整備や再生可能エネルギーの活用等

により、防災対応力の向上と環境負荷を低減する機能も備えております。

2022年4月には当社として初めて木造‧SRC造のMイブリEド構造を採用した店舗兼オフィスビル「KITOKI」が竣工しまし

た。自然と共生した街づ�りの一環として、人間が本能的に持つ「自然と結びつきたい」という欲求を満たす「バイオフィ

リEクデ<イン」を取り入れており、生き生きとした緑の映える外観、フロ.ごとに木、水、風を感じ&れる設計が特徴的

です。

「兜町12プロジェクト」では、東京では初となるMイ.EトのA`クトサービス型ライフスタイルホテルブランド「キャ

プション by Hyatt 兜町 東京」の2025年度開業を目指し、開発を進めています。本プロジェクトは、木造建築物に係る技術

の進展および普及啓発を図ることを目的として、国土交通省の「令和4年度サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）」

に採択されており、中高層建築物ホテルへの木材利用を促進する先導的なプロジェクトとなります。当社の事業において

は、先ほどご紹介した「令和2年度サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）」に採択された「KITOKI」に続き、2度目

の採択となります。これ&は日本橋兜町‧茅場町再活性化プロジェクトにおいて掲げている「サステナブルな街づ�りの実

現」に向けた取り組みの一つです。

また、大地震などの自然災害リスクを考えると、東京一極集中の解消は、日本社会!体の`ジリエンスという点でも大きな

課題であり、当社においては、日本橋兜町‧茅場町再活性化プロジェクトでの学びを活かし、札幌においても再開発事業を

進めていきます。札幌は、昨夏の東京オリンPEクでも当初予定していた東京に代わってフルWラBンの開催地となったこ

ともあり、札幌の街自体が多様な機能を持つことに大きな意義があると私は考えます。当社は、札幌の最も中心的なエリ.

に資産を保有しており、社会課題への対応という大きな意味合いか&も札幌再開発プロジェクトに注力していきます。

平和不動産グループの使命

「Bazukuri Company」として社会的な課題解決に取り組む

サステナビリティ

サステナビリティK[ース

トップメッセージ

サステナビリティWネジYン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外�評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ`Vート

ホーム サステナビリティ トップメッセージ

トップメッセージ
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さらには新築プロジェクトのみではなく、環境性能‧防災力の向上を目的としたサステナブルなビル運営等を実施すること

により長期的な目線にgいてCO  の削減等にも取り組んでまいります。

このような取り組みを通じて、「Bazukuri Company」として歩みを進めることにより、社会的な課題解決に貢献し、各ス

テークホルダーの期待に応えるとともに、当社の持続的な成長を果たしてまいります。皆様には、変わらぬご支援を賜りま

すようg願い申し上げます。

2024年4月30日

平和不動産株式会社

2

ステークホルダーの皆様へ
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サステナビリティビジョン等の基本的な考え方を

掲載しています。

サステナビリティ推進体制等について掲載してい

ます。

サステナビリティの考え方 サステナビリティ推進体制等

サステナビリティ

サステナビリティ��ース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

サステナビリティマネジメン

トト��

サステナビリティの考え方

サステナビリティ推進体制等

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ"�ート

ホーム サステナビリティ サステナビリティ�	����

サステナビリティマネジメント
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“Bazukuri Company” としての活動により、

環境‧社会課題の解決に取り組み、 各ステークホルダーとの

双方向の�!"��ーションを通じて満足度を高めることで、

サステ��ル	社会の実現に貢献します。

当社では、目指す社会価値とその実現のためのマテリアリティ（重要課題）を定めています。

ステークホルダーの期待に応えるとともに、中長期のリスクと機会を捉え、サステナIリティ経営の実践に活かしていま

す。

当社が目指す社�価値 マテリアリティ 貢献するSDGs

ダイバーシティ
イ!%ーシ)ンに�る人々

を惹きつける場づくり

街がさまざまな人の集う、活動する場とな

り、投資‧証券‧金融が発展し、文化‧芸術

等も育ち、にぎわいが創出される場を提供し

ます。

産業振興および地域活性化

ソーシャルニーズへの対応

災害に強いレジリエントな街づくり

防災性能の高い建物‧設備と、住む人‧働く

人たちによる日々のコORニティ活動によ

り、街が安全に機能し続ける場を提供しま

す。

自然災害リスクへの対応

地球環境に優しい脱炭素の街づくり

省エネルギー化、再生可能エネルギー活用、

サプライチェーンとの協働等により、会社と

してGHG排出量のネット:Wを目指し、脱炭

素社会の実現に貢献します。

気候変動への対策

場づくりを支える�ー&レート‧ガバナンス

コーポレート‧ガバナンスの強化を継続し、

また、当社の全役員‧全従業員が環境課題‧

社会課題に対して積極的に取り組みます。

コーポレート‧ガバナンスの強化

サステナビリティビジョン

SUSTAINABILITY VISION

マテリアリティ（重点課題）

サステナビリティ

サステナIリティニRース

トップメッセージ

サステナ#リティマ ジ(ン

ト

サステナIリティマネジメン

トトップ

サステナ#リティの考え方

サステナIリティ推進体制等

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナIリティレポート

ホーム サステナビリティ サステナビリティ
���� サステナビリティ�考え方

サステナビリティの考え方
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重点課題を特定するにあたり、当社の経営計画、GRIガイドライン、ISO26000、SDGsなどを参考に社会課題を洗い出しま

した。

把握‧整理した社会課題に�いて、類似項目の整理や当社グループへの関連性を加味し、統合‧集約しました。

当社グループの7@ー/Lル=ー‧エンゲージメントの考え方に基づき、ヒアリングを実施。自社および社会にお�る社会

課題の重要性に�いて意見を収集しました。

ヒアリング結果を�とに、当社にお�る重要度および7@ー/Lル=ーにお�る重要度とい[2軸で検討した[えで、抽出

したN@リアリ@ィを取締役会へ報告し、特定しました。

マテリアリティ特定のプロセス

STEP 1

社会課題の洗い出し

STEP 2

課題の統合と集約

STEP 3

ステークホルダーへのヒアリング

STEP 4

マテリアリティの特定
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当社は、サステナビリティ経営の実践に向けた、サステナビリティ施策の円滑な推進を目的に、委員長を執行役社長、委員

を執行役、執行役員及び所属長で構成する「サステナビリティ委員会」を設置しております。

「サステナビリティ委員会」を中心に、サステナビリティ施策に関するPDCAをモニタリングし、重要な内容に�いては取

締役会への報告等を行うことにより、サステナビリティ経営の実効性を高めてまいります。

サステナビリティ推進体制 ステー+EN7ー‧エンゲージメント

社内浸透活動

サステナビリティ推進体制

サステナビリティ

サステナビリティニJース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

サステナビリティG>ジメン

トトップ

サステナビリティの考え方

サステナビリティ推進体制等

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティOFート

ホーム サステナビリティ サステナビリティ�	���� サステナビリティ推進体制等

サステナビリティ推進体制等
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平和不動産グループは、各ステークホルダーの皆様との双方向のコミュニケーションを通じて関係性を強化し、環境‧社

会‧経済的価値を提供するとともに、持続可能な社会の実現に貢献します。

お客様の立場に立ち、何事にも公正かつ誠心誠意を持って対応し、サービスの向上や経営の健全性の確保に努めます。

自由‧公正な競争‧取引に関する法令お!�社会規範を遵守するとともに、誠実な取引を行い、相互に企業価値の向上に努

めます。

職員一人ひとりの人格を尊重するとともに、1"ゆる差別や?LスIントを排除し、安全で働きやすい職場環境を確保し、

ゆとりと豊か�の実現に努めます。

適時、適切な情報開示に努めるとともに、決算説明会や個人投資家向けIRイベントへの参加等を積極的に行い、多様な相互

コミュニケーションを図ってまいります。

環境保全への責務を十分に認識し、環境に関する法令等を遵守するとともに、環境活動に対して積極的に取り組みます。

良き企業市民として、地域社会との共生を大切にし、広く社会貢献に努めます。

当社は、役職員のサステ<ビリティへの理解を深め、意識を高めていく�め

に、年4回程度サステ<ビリティ委員会を開催する他、各部におけるサステ<

ビリティ年度計画の策定、役職員に対するサステ<ビリティ研修の実施するな

ど、社�浸透の�めの活動を推進しています。

ステークホルダー‧エンゲージメント

お客様

取引先

従業員

株主‧投資家

地球環境

地域社会

社�浸透活動
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環境に対する考え方

基本方針

推進体制

環境サプライチェーン

環境コンプライアンス

Wood Projectの実施

気候変動への対策

考え方‧方針

TCFD提言に基づく情報開示

取り組み目標‧実績

具体的な取り組み

水資源に対する取り組み

考え方‧方針

取り組み目標‧実績

具体的な取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対する

取り組み

汚染

廃棄物‧資源利用（循環型社会の実�）

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティ��ジメン

ト

E：環境

E：環境トップ

環境に対する考え方

気候変動への対策

水資源に対する取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対

する取り組み

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ �ート

ホーム サステナビリティ E：環境

E：環境
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当社グループは環境問題への取り組みを経営の基本的課題として認識し、企業活動全般にわたって、推進していき

ます。また、環境保全への責務を十分に認識し、環境に関する法令等を遵守するとと#に、環境活動に対して積極

的に取り組んでいきます。

当社は、サステナビリティ経営の実践に向けた、サステナビリティ施策の円滑な推進を目的に、委員長を執行役社長、委員

を執行役、執行役員及び所属長で構成する「サステナビリティ委員会」を設置しております。

「サステナビリティ委員会」を中心に、気候変動な�の環境に対する取り組みを含め、サステナビリティ施策に関する

PDCAをモニタリングし、重要な内容に�いては取締役会への報告等を行うことにより、サステナビリティ経営の実効性を

高めてまいります。

また、重要な環境課題に対する個別の規程‧ポリシーを設け、環境負荷削減のための具体的を施策を定めています。 これ

らの規程‧ポリシーを運用するために、PDCAサ0クルに基づいた「環境マネジメントシステム（EMS）」を構築し、環境負

荷の継続的な低減を目指しています。

※当社はISO14001等の環境マネジメント認証を受けている事業所は'��せん。

基本針 推進体制 環境サプ[0C1ーン

環境コンプ[0.ンス Wood Projectの実施

基本方針

推進体制

サステナビリティ

サステナビリティニYース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

E：環境トップ

環境に対する考え方

気候変動への対策

水資源に対する取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対

する取り組み

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ^ポート

ホーム サステナビリティ E：環境 環境に対する考え方

環境に対する考え方
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当社は、当社の中心事業であるビルディング事業‧再開発事業などにおける不動産の開発‧運用は長期間になること、かつ

多くのステークホルダー（設計会社、施工会社、お客様など）と協働することを踏まえ、環境問題に適切に対応するには、

サプライチェーン全体で取り組むことが重要であると認識しています。

当社グループが保有する不動産ポートフォリオのバリューチェーン全体におけるESG配慮の取り組みを推進するため、当社

グループにおける主要な製品‧サービス、主要な取引先（プ_Mティ‧マネジメント会社、ビル管理会社等）について調達

ポリ<ーを定めております。

当社グループは可能な限りにおいて環境に対する考え方や目標についての情報を共有し、協力関係を築く%う努めておりま

す。

(2)環境に配慮した業務手順の導入

環境‧サステナビリティに関する法規制‧基準等の遵守していること。

(3)環境に配慮した物品の調達

工事において調達する物品の選定にあたって、必要な品質‧機能‧経済性‧合理性に加え、以下の環境負荷低減に

関する項目を満たしていること。

a.省資源‧省エネルギーに努めていること。

b.環境汚染物質等の削減；有害化学物質‧オゾン層破壊物質等の使用‧排出量の削減に努めていること。

c.長期使用可能性；修理‧部品交換の容易さや耐久性等の向上が検討さ*ていること。

なお、当社グループのサステナQル調達ポリ<ーの詳細については、「S：社会」の「社会サプライチェーン」を�参照く

ださい。

当社グループは、環境問題への取り組みを経営の基本的課題として認識し、企業活動全般に+たって、推進してい�ます。

また、環境保全への責務を十分に認識し、環境に関する法令等を遵守するとと#に、環境活動に対して積極的に取り組んで

いくべく、テナント様向けの環境ガイドラインにおいて、気候変動‧水資源‧廃棄物といった環境問題に関する方針を定め

ています。

テナント業務における環境問題に関する方針

（「テナント様向け環境配慮のためのガイドライン」抜粋）

気候変動への対策 －考え方‧方針－

当社グループは、当社グループの事業のう�不動産運用に伴う温室効果ガス排出の排出状況及びエネルギー消費に

ついて、適切に把握‧管理するとと#に、各種取り組みを通じて、法令遵守レベル以上の、温室効果ガス排出削減

及び効率的なエネルギー利用、再生可能エネルギーの活用等を推進していく事で、気候変動への対策を推進してま

いります。

水資源に対する取り組み －考え方‧方針－

当社グループは、当社グループの事業のう�不動産運用に伴う水使用について、の使用状況について適切に把

握、管理するとと#に、各種効率化施策の実行を通じて、法令遵守レベル以上の、水使用の効率化を推進してい�

ます。

廃棄物に対する取り組み －考え方‧方針－

当社グループは企業活動全般において、リデュース（廃棄物等の発生抑制）、リZース（再使用）、リサイクル

（再生利用）に努め、建築物のライフサイクルコストを低減し、省資源に取り組むことで循環型社会の実�を目指

します。

環境サプライチェーン

サステナブル調達方針

環境への配慮に関する調達ポリシー（「サステナブル調達ポリシー」抜粋）

社会サプライチェーン

テナント業務に%�る環境問題に関する方針
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日本取引所グループ（JPX）が

樹木の成長に市場の発展や魅力

向上などの願いを込めて保全活

動を実施している「東証上場の

森」が所在する秋田県由利本荘

市矢島地区の木材を、当社の事

業において建築資材や6ン*等

で利活用する活動（「Ｗoodプ>ジ!ク,」）を通して国内森林資源

の有効な循環に貢献し、生態系の保全に寄与しています。

また、建物の屋上緑化や外周部の植林等を通して、都市部におけ

る生物多様性の確保に貢献しています。

当社子会社である株式会社東京

証券会館が所有する東京証券会

館の屋上において、株式会社ユ

ニバーサル園芸者、一般社団法

人エディブル‧スクールヤー

ド‧ジャパンと連携し、菜園を

含む屋上ファームガーデンを開設しています。

建物の屋上を有効活用する�とで、「食」にいての持続可能な

地域循環の実�と教育の実践、豊かな地域社会に向けた貢献に寄

与する�とを目指しており、様々な野菜が育ち、生き物が共生す

る場にな�ています。

当社グループでは、環境に関する法令等を遵守しています。2023年度の環境関連法規制の違反および環境事故は0件となっ

ております。

項目 単位 2021年度 2022年度 2023年度

環境関連法規制上の違反 件 0 0 0

環境事故 件 0 0 0

環境に関する罰金コスト 円 0 0 0

不動産ポートフォリオにおける生物多様性保全プロジェクトの実施状況

Wood Projectの実施 Edible Kayabaenプロジェクト

不動産ポートフォリオにおける水使用量

水資源に対する取り組み 取り組み目標‧実績

不動産ポートフォリオにおける��!�ー消費量

気候変動への対策 取り組み目標‧実績

不動産ポートフォリオにおける温室効果ガス排出量

気候変動への対策 取り組み目標‧実績

環境コンプ�	�ンス
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当社グループでは、気候変動問題は自然環境と社会構造に劇的な変化をもたらし、当社の経営とビジネス全体に重

大な影響を与える重大な（マテリアルな）課題であると認識しています。

気候変動が進むことで、海水面の上昇や異常気象な�を引き起こし、社会全体に大きな影響をもたらすだけでな

く、自然災害に&る当社グループ保有不動産の価値低下や環境規制の強化に&り、当社グループの事業活動にも大

きな影響を与える可能性があります。

当社グループは、この&うな認識のもと、温室効果ガス排出量やエネルギー消費量の削減、再生可能エネルギーの

活用等を進めていきます。

気候変動の緩和のためのGHG排出の削減は国際的にも重要視される環境課題の一つであり、我が国にlいても「地球温暖化

対策の推進に関する法律（温対法）」に基づく排出量の算定義務や、東京都に&る総量削減義務、地球温暖化対策計画書/報

告書の提出義務な�が企業や事業所（建築物）に対して課されています。

また、低炭素‧脱炭素に向けて社会全体が変革していく中で、率先してGHG排出削減に取り組んでいくことは、ビジネスと

しての差別化、優良テナントからの選好の強化、ESG投資家からの資金調達機会の増加とい�た財務的なメリットにつなが

ることも期待されます。

当社グループではこの&うな課題認識を踏まえ、当社グループの事業のう�不動産運用に伴うGHG排出について、その排出

状況について適切に把握、管理するとともに、各種GHG排出削減施策を通じて、法令遵守レベル以上の、GHG排出削減を

推進していきます。

非効率なエネルギー消費は、地球環境資源の浪費や、温室効果ガスの過剰な排出につながり、地球環境へ負の影響（インパ

クト）をもたらすだけでなく、エネルギーコストの増加、規制対応コストの増加な�、不動産の経済性をも悪化さる要因

にもなりえます。

この裏返しとして、不動産のエネルギーの効率的な利用（省エネルギー）は、地球環境保全、気候変動緩和への貢献につな

がるとともに、各種運用コストの削減、規制リスクの低下、中長期的な不動産価値向上な�の財務的なメリットも期待する

ことができる、ビジネス上の機会となりうる課題でもあります。

当社グループでは、この&うな課題認識を踏まえ、当社グループの事業のう�不動産運用に伴うエネルギー消費について、

その消費状況について適切に把握、管理するとともに、各種省エネルギー施策の実行を通じて、法令遵守レベル以上の、エ

ネルギーの効率的な使用を推進していきます。

考え方‧方針 TCFD提言に基づく情報開示

取り組み目標‧実績 具体的な取り組み

考え方‧方針

温室効果ガス排出に関する課題認識とコミットメント

エネルギー消費に関する課題認識とコミットメント

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

E：環境トップ

環境に対する考え方

気候変動への対策

水資源に対する取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対

する取り組み

S：社会

G：ガNナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティレZート

ホーム サステナビリティ E：環境 気候変動への対策

気候変動への対策
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気候変動は金融におけるシステミック‧リスクであるという認識に&り、気候関連のリスク‧機会に関する情報の開示が投

資家など多くのステークホルダーから求められています。当社は2021年12月にTCFDへの賛同表明を行いました。

TCFD最終提言に沿って気候変動が当社グループのビジネスへもたらすリスク‧機会について識別‧評価‧管理を行い、事

業のdジリ2gスを高める�とは、当社の持続可能かつ安定的な収益を長期的に確保するためにも必要不可欠な事項であ

り、今後情報開示を拡充してい�ます。

※TCFD：G20の要請を受け金融安定理事会によって設立された「気候関連財務情報開示タスクフォース」の略で、気候関連情報の情報開示

フレームワークを提言してい�す。

当社グループでは、長期目標として2030年度までにGHG排出量を50%削減（2018年度比）、短期目標として毎年度1％以

上削減（�年度比）する�とを掲げております。（※1,※2）

また、新規開��件における環境認証取得率100%を目指しています。

項目 目標

GHG排出量削減

短期目標 毎年度1％以上削減（�年度比原単位目標）

中期目標 2025年度までに80％削減（2018年度比総量目標）

長期目標 2050年度までにネッIBe達成

新規開��件における環境認証取得率 100%取得

※1 2021年度以前は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（共同所有による持分が物件全体の25%に満たない物件および棚卸資

産は除く）を対象範囲としてい�す。

2022年度は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（棚卸資産は除く）を対象範囲としてい�す。

※2 短期‧中期目標はScope1+2を対象とし、長期目標はScope1+2+3を対象とする。

Scope1：事業者が所有又は管理する排出源から発生する温室効果ガスの直接排出

Scope2：電気、蒸気、熱の使用に伴う温室効果ガスの間接排出

Scope3：サプライチェーンによる排出

※3 対象とする環境認証はDBJ Green Building認証‧CASBEE建築等とし、対象物件はオフィス‧商業ビル（小規模物件を除く）とする。

TCFD提言に基づく情報開示

TCFD賛同表明

TCFD提言に基づく情報開示 [PDF: 2.3MB]

取り組み目標‧実績

取り組み目標

※1※2

※2

※2

※3

実績

GHG排出量‧エネルギー消費量実績

ESGデータ
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平和不動産グループは、温室効果ガス排出削減に関する国際的枠組みである「パリ協定」や所属する業界団体における方針

との整合性を保ちながら、温室効果ガス排出量やエネルギー消費量の削減、再生可能エネルギーの活用等を進めていきま

す。また所属業界団体の方針が引き上げられる等して、当社グループの方針が著しく脆弱となる場合には、改めて検討する

ことで、積極的に気候変動への対策を進めてまいります。なお、当社グループが参画‧賛同する、気候変動に係る枠組みは

以下の通りです。

平和不動産グループは、金融安定理事会（FSB）によって設立された「気候関連財務

情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛同表明すると共に、TCFD提言に賛同

する日本企業や金融機関な�が一体となって取り組みを推進するために設立された

TCFDコンソーシアムにも参加しています。TCFD提言に基づく気候変動に関するより

充実した情報開示に�いて検討を進めています。

当社グループは、脱炭素社会の実�に向け、2021年10月にグループ全体の温室効果ガ

ス（GHG）排出量（Scope1＋2）を2018年度比で2030年度までに50％削減とする新

目標を設定し、今般当該目標がSBTイニシアティブにより、パリ協定の目標達成の水

準に整合しているとして、SBT認定（1.5℃水準）を取得しました。

また�の後、さらに脱炭素の取り組みを推進すべく、中期目標としてスコープ1＋2で

2025年度までに2018年度比80％の削減（2018年度比、総量ベース）、長期目標とし

て2050年度までにネットBe達成を目指す新目標を設定いたしました。

今後も、脱炭素の取り組みを一層強化することで、「街づくりに貢献する会社」とし

て、;ステKブルな社会の実�‧持続的な企業価値の向上に努めてまいります。

当社は、国際連合が提唱する「国連グeーバル‧コンパクト（以下、UNGC）」へ参加

するとともに、日本におけるeー4ルネットワークである「グeーバル‧コンパク

ト‧ネットワーク‧ジャパン（GCNJ）」に加入しております。

当社は、「'権」「労働」「環境」「腐敗防止」の4分野からなるUNGCを支持し、持続

可能な社会の実�に努めてまいります。

また、GCNJの活動では、環境経営分科会な�の参加を通して、CSRの考え方や取り

組みに�いての情報交換を行っています。有識者やNGO団体等との情報共有‧対�等

に参加することで、;ステKブルな社会の実�に一層貢献することを目指していま

す。

当社は、2021年5月より順次、当社本店が所在する日証館（東京都中央区）を含む当社保有物件における使用電力を、再生

可能エネルギー由来に切り替えることとしました。切り替えに伴い、年�約20GWh相当の再生可能エネルギーを利用し、

年�約9,000トンに相当するCO 削減を見込んでいます。

具体的な取り組み

所属する業界団体における取り組み

TCFD及びTCFDコンソーシアム

Science Base� Targets

国連グローバル‧コンパクト及びグローバル‧コンパクト‧ネットワーク‧ジャ

パン

再生可能エネルギーの活用に�$て

2
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環境への配慮【省エネ】から経営資源【省コスト】の視点で取り組みを行っています。

ビルはその運用に多大なエネルギーを必要とするため、昨今、ビルに環境性能を求める動きが加速しています。当社は、ビ

ルの建築‧改修に<たり環境、都市の景観の形成に$配慮しています。また、長期に,たり利用する�とで建築物のライR

サイクルコストを低減させるだけでなく、歴史的価値の保全に$貢献しています。

電力および空調の制御による省エネルギー化（ビル管理システムの導入）

全熱交換器による運転制御、外気冷房制御等熱	荷の低減

インバーター方式による変風量制御等による搬送動力の低減

熱回収ターボ冷凍機による廃熱回収制御な�

屋上緑化‧ソーラーシステム‧雨水利用システムの導入

建物周辺に広場‧緑地の確保、景観への配慮

ケーブルを地中化し電柱を撤去

街路灯の整備

電力および空調の制御による省エネルギー化（ビル管理システムの導入）

※昭和10年に竣工し、永らく北浜の顔として大阪市民にな��だ旧大阪証券ビル市場館1階玄関ホールの一部を、文化遺産として竣工

当時の姿でモニュメントとして保存いたしました。当ホールで�、各種イベントが実施され、ビルの利用者だけでなく、広く大阪市

民や当ビルを訪れる方に利用していただいていま	。

スマートメーターを設置

外部ブラインJシステムの採用

ブラインJ板の自動角度調整

庇の設置

Low-E（低反射）ペアガラスの採用

雨水、井水の有効利用

昼光センサーによる照明制御

スマートメーターを設置

LED照明の全面導入（店舗用照明の一部を除く）

ランプ長寿命化

高効率空調機の採用

Low-Eペアガラス（高遮熱断熱複層ガラス）の採用

スマートメーターを設置

再生可能エネルギーの活用（太陽光発電設備の導入）

水資源の有効活用（雨水の日常利用を行うための貯留施設を設置）

エネルギーの効率的利用（LED照明及び制御システム、高効率機器の採用）

ヒートアイランJ現象の抑制（緑地率40%）

スマートメーターを設置

環境負荷削減

①東京証券取引所ビル

②大阪証券取引所ビル
1��取り組み

③セントライズ栄

④一番町平和ビル

⑤KABUTO ONE

東京都環境確保条例に基づく

「地球温暖化対策報告書」の公表
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当社は、ビルの新築や大規模改修を行うにあたり、環境への配慮に積極的に取り組んでおり、「DBJ Green Building認

証」、「CASBEE」において、高い評価を受けております。

環境‧社(への配慮がなされた不動産「Green Building」を支援するために、日本政策投資銀

行�DBJ）が創設した認証制度。対象物件の環境性能に加えて、防災や:ミュニティへの配慮

等を含む様々なステークホルダーへの対応を含めた総合的な評価に基づき、社(‧経済に求め

られる不動産を評価‧認証する$の。

KABUTO ONE 東京証券取引所ビル 大阪証券取引所ビル

日証館 KITOKI 平和不動産名古屋伏見ビル

建築物の環境性能で評価し格付けする手法であり、省エネルギーや環境負荷の少ない資機材の

使用といった環境配慮をは�め、室内の快適性や景観への配慮な�$含めた建物の品質を総合

的に評価する=ステム。

セントライズ栄 一番町平和ビル 兜町第1平和ビル 兜町第6平和ビル

茅場町ブロードスクエア

外部評価認証の取得

DBJ Green Building認証

★★★★

★★★

CASBEE

Sランク
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新橋スクエアビル 茅場町一丁目平和ビル 天神平和ビル パークイースI札幌

兜町第4平和ビル 兜町第7平和ビル 大阪証券取引所ビル 日証館

福岡証券ビル 福岡平和ビル 平和不動産桜通ビル

第三者機関が非住宅建築物の省エネルギー性能の評価及び表示を適確に実施することを目的とした建築物省エネルギ

ー性能表示制度

Aランク

BELS
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KABUTO ONE
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非効率な水の使用は、資源の浪費や、生態系への悪影響につながり、地球環境へ負の影響（インパクト）をもたら

すだけでなく、ビルにおける運営コストの増加、規制対応コストの増加な�、不動産の経済性をも悪化させる要因

にもなりえます。

また、水使用の課題に関し我が国においては、水質汚濁防止法をはじ!とする排水に関する規制等が設けられてお

り、不動産の種類、地域によっては、個別に地域の環境関連規制の対象となる場合が5ります。

このような課題認識を踏まえ、当社グループは、当社グループの事業のう�不動産運用に伴う水使用について、�

の使用状況について適切に把握、管理するとともに、各種効率化施策の実行を通じて、法令遵守レベル以上の、水

使用の効率化を推進してい�ます。

当社グループでは、2030年度までに水使用量を20%削減（2018年度比原単位目標）するという目標を掲げています。

項目 目標

水使用量削減 各用途において前年度より低減（原単位目標）

※1 2021年度以前は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（共同所有による持分が物件全体の25%に満たない物件および棚卸資

産は除く）を対象範囲としています。

2022年度は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（棚卸資産は除く）を対象範囲としています。

※2 各用途（オフィス、商業施設、住居、娯楽施設‧ロッジ、複合用途）に目標を適用します。

考え方‧方針 取り組み目標‧実績

具体的な取り組み

考え方‧方針

取り組み目標‧実績

取り組み目標

実績

ESGデータ

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティJAジメン

ト

E：環境

E：環境トップ

環境に対する考え方

気候変動への対策

水資源に対する取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対

する取り組み

S：社�

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティレIート

ホーム サステナビリティ E：環境 水資源に対する取り組み

水資源に対する取り組み
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平和不動産グループでは、WRI（World Resource Institute)のAqueduct調査において、リスクスコアが3超（High,

Extremely High）となる水ストPスが懸念されている地域において、事業活動に$る収益を得ておりません。

なお、当社事業活動地である日本は、水に関するリスクが「Low-Medium」に該当すると認定されており、水ストPスが相

対的に小さい地域であると認定されております。

当社グループでは、水資源の有効活用のための取り組みとして、雨水の日常利用を行うための貯留施設設置や井水の有効利

用な�実施しています。

既存物件において、節水�器への切り替えのための改修工事等を順次推進してい�事で、水使用量の削減に努めておりま

す。

当社は「テナント様向け環境配慮のための0.>M.ン」を制定しており、水使用に�いて、当社グループ�けでな�、取

引先に対しても節水を呼びかける取り組みを実施しております。

また、テナント様との賃貸借契約において、環境パフォーマンスに関する取り組みへの協力に�いて定め、「水道蛇口の締

め忘れや漏水の防止」等のテナント様に要請する努力義務を定めております。

具体的な取り組み

水ストレス地域における事業活動

雨水‧井水等の利用

節水�器の導入

取引先との協力
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当社グループでは、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ全体における環境汚染物資等の排出を削減‧抑

制する	とを取り組むべき課題として認識し、有害化学物質‧オゾン層破壊物質等の使用‧排出量の削減に努めて

おります。事業活動を通じて発生する汚染物質の排出は、事業に関連する人々や、周囲の環境に悪影響を与える可

能性があります。上記の*nな課題認識のもと、汚染防止に努めます。

当社グループでは、当社グループにおける主要な製品‧サービス、主要な取引先（プiTJィ‧マネジメント会社、ビル管

理会社等）について調達ポリBーを定め、環境汚染物質削減を含め、ESGに配慮した基準を満たす業務手順の導入‧物品調

達を行っています。

当社グループは、当社グループの事業における有害廃棄物を含む廃棄物の発生を抑制し、土壌汚染や大気汚染、水質汚染な

らびにアスベスト対策の徹底に*り地球環境に及ぼす影響に十分配慮するとともに、環境に関する法令等を遵守いたしま

す。当社グループのサスJナXル調達ポリBーに基づき、当社グループの調達する製品‧サービス等の選定基準、取引先

（サプe4ヤー）の選定‧評価基準の一つとして、環境汚染物質等の削減；有害化学物質‧オゾン層破壊物質等の使用‧排

出量の削減に努めています。

また、当社では、有害廃棄物を含む廃棄物の削減を目指し、2030年度までに廃棄物を20%削減する	とを目標として掲げ

ており、目標達成に向けて、毎年度目標値を設定し、実績値を確認する	とで、有害廃棄物を削減し、環境汚染の抑制を推

進しています。

当社では、当社保有物件におけるアスベスト含有建材使用箇所の有無に関する調査、調査を受けての対策工事‧対応方針の

報告を定期的に行っています。

PCBに関して、含有�器の有無に関する調査、処分コストの報告等を定期的に実施しています。

各物件のフiンの排出量に関しても定期的に調査を行い、事業活動における汚染物質の削減に努めています。

汚染 廃棄物‧資源利用（循環型社会の実�）

汚染

考え方‧方針

取り組み目標

プロセス型目標

具体的な取り組み

アスベスト対策

PCBの適正処理

フロンの適正処理

サステナビリティ

サスJナビリJィOcース

トップメッセージ

サスJナビリJィマネジメン

ト

E：環境

E：環境トップ

環境に対する考え方

気候変動への対策

水資源に対する取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対

する取り組み

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サスJナビリJィhポート

ホーム サステナビリティ E：環境 汚染と廃棄物と資源利用に対する取り組み

汚染と廃棄物と資源利用に対する取り組み

-23-



当社グループは、事業活動において、適切に廃棄物量の排出実績の把握‧削減と資源活用を実施し、省資源に努め、資源の

浪費や生態系の悪影響とい�た地球環境への負の影響の低減に努めること�企業として取り組むべき課題であると認識して

います。

また、当社の保有不動産において、リKcース（廃棄物等の発生抑制）、リdース（再使用）、リサイクル（再生利用）に

努め、建築物のeイVサイクルコストを低減することで、廃棄物の発生を抑制し、循環型社会の実�を目指しています。

当社グループは、上記のよnな認識‧方針の'と、廃棄物の削減‧効率的な資源利用に努めます。

当社グループでは、廃棄物排出量の削減を目指し、委員長を代表執行役社長とする「サスJNUリJィ委員会」において、

毎年度の実績値を前年度または過去の複数年度の消費量や消費原単位と比較し、�の実績を確認しています。

当社では、2030年度までに廃棄物排出量を20%削減（2018年度比原単位目標）、リサイクル率70%といn目標を掲げてい

ます。

項目 目標

廃棄物排出量削減 各用途において前年度より低減（原単位目標）

リサイクル率 2030年度までに80%

※1 廃棄物排出量‧廃棄物排出原単位の実績値は、リサイクルごみを除いています。

※2 各用途（オフィス、商業施設、住居、娯楽施設‧ロッジ、複合用途）に目標を適用します。

※3 当社保有の本支店ビルを対象。

当社物件のVh;BXル8VィスであるXPORTにおいて、サスJNXルな8Vィス環境の提供を目指し、天然石の廃材で

あるJeFGイルを床材として活用し、廃棄物の削減に努めております。

廃棄物‧資源利用（循環型社会の実現）

考え方‧方針

取り組み目標

※1※2

※3

実績

ESGデータ

具体的な取り組み

当社物件における廃材の再利用

フレキシブルオフィス事業「XPORT（クロスポート）」

第１弾「XPORT日本橋兜町」の開設について
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本プロジェクトは、SRC造による3層飛ばしのメガストラクチャーの内側に3層ごとの木造建築を組み合わせたハイブリッド

構造を採用する10階建ての店舗兼オフィスビルであり、平和不動産として木造ハイブリッド構造を採用した第一号プロジェ

クトです。

SRCメガストラクチャーと耐火木造の組み合わせは高層建築での木材活用の方法やその利点に�Wて新しW可能性を拓き実

用的にも耐用年数が長く残ってWくものと評価され、木造建築物等に係る技術発展および普及啓発を図る	とを目的とした

国土交通省の「令和2年度サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）」に採択されました。

外構には、株式会社日本取引所グループ（以下「JPX」とWn。）が社会貢献活動の一環として推進する「東証上場の森」

※が所在する秋田県由利本荘市矢島地区の木を使用した「kabulock」（多種用途に活用可能なブロック加工した木材）によ

るベンチを設置予定です。jーカーや来街者、周辺の皆様に対して木ならではの温かみを提供し、地域における新たなやす

らぎの場となる	とが期待されます（「秋田県産材利用促進CO 固定量認証書」を取得）。

当社は、JPX の「東証上場の森」保全活動に共感‧賛同し、当社の事業におWて建築資材やベンチ等で利活用する活動

（「Wood プロジェクト」）を通して国内森林資源の有効な循環に貢献します。

外�意匠にはコンクリート型枠に杉板型枠を採用し、耐久性を確保しながらも木を感じる意匠を構築してWます。また、一

般的に型枠として使用後は木目‧節が詰まり廃棄される杉板型枠を可能な限り繰り返し使用し、使用後は廃棄物とせ�ベン

チ等別の用途に再利用します。サー;cラー‧エコノミーを実践し、循環型社会に寄与するプロジェクトを目指します。

※株式会社日本取引所グループは、2004年6月、秋田県由利本荘市矢島地区に約5ha（現在は約7.3haへ拡張）の「東証上場の森」を設け、

樹木の成長に市場の発展や魅力向上などの願 いをこめ、保全活動を実施されています。

当社は、「テナント様向け環�配慮のた&のガイドライン」を制定しており、廃棄物の管理に�Wて、当社グループ�けで

なく、取引先に関しても協力を呼びかける取り組みを実施しております。

「テナント様向け環境配慮のためのガイドライン」抜粋

ビルで働く全員が、ビル内のリサイクル‧分別のルールを理解してWる	とを確認しまし)n。

オフィス内の各場所にリサイクル用のゴミ箱を設置しまし)n。

ペットボトルや紙カップのゴミを減らすた&、Gンブラーやマグカップの利用を心掛けまし)n。

文房具等の備品に�Wても、リサイクルされたものを積極的に購入しまし)n。

家庭から出る紙ゴミの多くが可燃ゴミとして処理される自治体もありますが、オフィスでは資源としてリサイ

クルする	とができます。

木造ハイブリッド構造「KITOKI」における取り組み

2

木造ハイブリット構造新築プロジェクト

建物名称「KITOKI」決定と内外デザイ ��紹介

取引先との協力

テナント様向けガイドラインの設置
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人権‧労働基準

人権に関する方針

主な取り組み

人材マネジメント

人材育成方針

体制（人材育成体系）

主な取り組み

多様な働き方の実現

考え方‧方針

人権に関する取り組み

ダイバーシティの推進

ワークライフバランス支援の取り組み

健康と安全

考え方‧方針

体制

外部からの評価

健康経営の取り組み

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

S：社会トップ

人権‧労働基準

人材マネジメント

多様な働き方の実現

健康と安全

社会サプ!
��ーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ#�ート

ホーム サステナビリティ S：社会

S：社会
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社会サプライチェーン

考え方‧方針

サービス‧品質の向上

安心‧安全の提供

社会的課題への対応

地域社会等への貢献

日本橋兜町‧茅場町における取組み

地方拠点での取組み

寄付等

環境保全‧ボランティア活動

文化‧芸術支援

地域イベントへの参加

地域の情報発信

株主‧投資家への取り組み

基本方針

コーポレート‧ガバナンス

建設的な対�

配当政策‧株主優待制度
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平和不動産グループは、人権尊重を事業継続のための基盤の一つと位置づけ、事業活動を行う各国での労働者の人

権に関する法令を遵守しています。また、世界人権宣言を含む「国際人権章典」、「労働における基本的原則及び

権利に関するILO（国際労働機関）宣言」、国連グbーバル‧コンパクトの10原則および国連の「ビジネスと人権

に関する指導原則」等の人権に関する国際規範を支持、尊重します。

当社グループは、2021年12月に「平和不動産グループ人権方針」を策定し、人権への取り組みを推進していきます。

当社グループは、「Bazukuri Company」として、事業活動を通じて社会課題を解決し、ステークWルEーとと(

に、サステナブルな社会と成長を実現します。

この平和不動産グループ人権方針（以下、本方針）は、当社グループが事業活動を行う上での人権に関する考え方

を明確にする(のであり、当社グループは、社会の一員として、本方針に従い、人権を尊重し、活動します。

また、当社グループの事業に関わるすべてのステークWルEーに対し、本方針に沿った人権尊重への理解と実践を

期待し、協働して人権の尊重を推進することを目指します。

1. 差別の禁止

国籍、人種、宗教、思想信条、性別、年齢、性的指�、障がいの有無などに基づ�一切の差別行為を排除しま

す。

2. ハラスメントの禁止

職場の関係者に対し、セク@ュアルハラスメント)パcーハラスメントなどの一切のハラスメントを行いませ

ん。

また�のような発言、行動を一切��しません。

3. 強制労働の防止

あ,*る形態の強制労働を排除し、防止に努めます。

4. 児童労働の防止

児童労働を実効的に廃止することを支持し、実践します。

5. 過重労働の抑制‧時間外労働の低減

従業員のcークラ6S‧バランス)健康維持‧増進に配慮し、過重労働を抑制し、時間外労働の低減に努めま

す。また、日本国内においては「36協定」を順守します。

6. 労働者の健康と安全の確保

労働基準法を始めとする各国‧地域の法令に従い、労働者が健康かつ安全に働ける職場づ�りに努めます。

7. 結社の自由‧団体交渉権の尊重

「結社の自由」「団体交渉の権利」を尊重します。

8. 最低賃金以上の賃金支払い

労働法令を順守し、生活の安定のために従業員への最低賃金以上の賃金を支払います。

2021年12月制定

平和不動産株式会社

代表取締役社長 土本 清幸

人権に関する方針

平和不動産グループ人権方針

サステナビリティ

サステナビ_ティニュース

トップメッセージ

サステナビ_ティマネジメン

ト

E：環境

S：社�

S：社会トップ

人権‧労働基準

人材マネジメント

多様な働き方の実現

健康と安全

社会サプラ6F7ーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外�評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビ_ティaXート

ホーム サステナビリティ S：社会 人権‧労働基準

人権‧労働基準
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当社は、「平和不動産グループ人権方針」を社�イントラネットに掲載するとともに、英語にも翻訳し、HP等に掲載する

ことで社外にも周知しています。

なお、2022年度も当社事業‧サービス、取引方法等において、関係法令等や当社規程‧方針の違反はありません。

当社では、学生に自身の9[リア選択の質を高めていただく機会として、インDーンシップを開催しています。大学生‧大

学院生を対象に公募し、学生を受け入れています。

当社では、不動産業界においては、請負工事における労働災害防止策等の「労働環境整備」等を特に重要な人権課題の⼀つ

と認識し、重点的に対応すべき各種リスクについて、サプライヤーなど取引先事業�との対�を通じて、抑止に努めていま

す。

当社では、「企業行動規範」、「平和不動産グループ行動規範」および「平和不動産グループ人権方針」に基づいた人権へ

の取り組み方針に基づき、積極的‧自的にその社会的責任を果すとともに、全従業員に人権問題の正しい理解と認識を啓

蒙しています。

具体的な取り組みとして、Cクシ]アルハラスメントやパワーハラスメント等各種のハラスメントや差別に関する研修、e

ラーニング等を継続的に実施しています。また、社�外にハラスメント等の相談窓口（「コンプライアンス‧ホットライン」

および「外�通報窓口」）を開設し、相談を受け付けています。

当社は、新規プbジ7クト候補もしくは既存事業のい�れにおいても、当社のリスク管理プbCスに則り人権尊重に関する

リスクを継続的に評価することで、そのプbジ7クト自体もしくは地域社会における事業活動に関係するスHークホルEー

の人権を尊重するよgに努めています。

当社グループは、OECD多国籍企業行動指針、国際労働基準、国連 ビジネスと人権に関する指導原則を支持‧尊重していま

す。

また、2021年12月に「国連グbーバル‧コンパクト」の支持を表明しました。国連グbーバル‧コンパクト�掲げる「人

権」「労働」「環境」「腐敗防止」からなる10原則に基づき、責任ある経営を推進し、持続可能な社会実�に向け貢献してい

きます。

主な取り組み

労働基準に関する企業方針の浸透に
いて

公式な教育や資格を持たず、社会的立場が弱いなど、機会に恵まれていな�

った人の雇用および若者の失業率を改善するイニシアチブ、実習生また�イ

ンターンシ*2の提供等

労働問題に関する5'ク評価

働く機会の均等に
いて

（人種、宗教、性、年齢、性的指向、障害、国籍に関わらない労働力の多様

性、機会均等の向上、また�差別を減らすた�のアクション）

人権への影響また�5'ク評価の対象

人権に関する方針

国際イニシアチブへの支持
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人権

原則1：人権擁護の支持と尊重

原則2：人権侵害への非加担

労働

原則3：結社の自由と団体交渉権の承認

原則4：強制労働の排除

原則5：児童労働の実効的な廃止

原則6：雇用と職業の差別撤廃

環境

原則7：環境問題の予防的アプローチ

原則8：環境に対する責任のイニシアティブ

原則9：環境にやさしい技術の開発と普及

腐敗防止 原則10：強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み

当社は、差別禁止‧人権の尊重等に対する理解を深めるために、eラーニング等を利用し、全役職員に人権に関する教育を

行っています。

2022年度は、Qcーハラスメントの防止に�いて、eラーニングによる研修および弁護士による講義を行いました。

また、「平和不動産グループ行動規範」等のコンプライアンス関連規則を社内イントラネットに掲載し、差別やハラスメン

トの禁止と知識の周知を図っています。

当社は、人権デュー‧デリA7ンスプロCスの導入を検討、継続的な取り組みを行っています。

また、取引先に対しては、2021年3月に策定した「サステKブル調達ポリシー」に基づき、人権を含むサステKRリティ項

目に対する遵守を要請しています。

当社グループは、内部通報規程に基づき、組織的または個人的な法令違反行為、不正行為などに会社として速やかに認識

し、必要な措置を講ずるとともに、当社グループ会社の倫理および法令の遵守を推進するため、「コンプライアンス‧ホッ

トライン」を社内に設置しています。通報案件ごとに内部窓口と外部窓口が選択可能で、当該利用者は、コンプライアン

ス‧ホットラインの利用を理由としたいかなる不利益も受けないものとするなど、利用者の保護を図っています。

また、法人などのお取引先�との公正な取引を進めるため、「外部通報窓口」を設置し、当社グループの役職員によるコン

プライアンス違反や�のお�0のある行為に�いて通報いた�いています。	のよgに、複数の相談窓口を設ける	とによ

り、相談しやすい環境を��り、問題の早期発見と解決、再発防止策に取り組んでいます。

「ノー残業デー」の設定

残業の事前承認制度

労働時間の把握、従業員への呼びかけ

当社では、「子どもの権利とRAネス原則」等の国際規約および、現地法令を遵守しており、	0まで児童労働‧強制労働

は発生していません。

さらに今後の発生を防ぐために、法令順守を徹底し、業務のモニタリングを行っています。

国連グローバル‧コンパクト10原則

国連グローバル‧コンパクト

人権研修

人権デュー‧デ5&!ンスへ向けた対応

人権問題に関する相談‧通報

過重労働時間削減のための取り組み

児童労働‧強制労働の防止

-30-

https://www.heiwa-net.co.jp/news/detail.html?itemid=67&dispmid=1473&TabModule1511=0


当社では、各国における最低賃金の規定を遵守し、それを上回る賃金の支払いを行っています。当社は、労働の対価として

支払う賃金等に�いて、年齢や性別などによる差別は行わないほか、法令遵守状況を確認し、労働時間や残業時間が正しく

賃金に反映されているか等を継続的に管理しています。

当社の2023年度の平均年間給与は1,119万円です。

当社では、中長期的な企業価値の向上のため、人種、宗教、国籍、性別、性的指向、生い立ちに関わ,ず、新卒‧中途採用

者等の多様な人材に�いて、最	限の能力と個性を発揮で�る環境を整備し、属性によ,ない個人の能力に基づく評価によ

り管理職へ登用することとしており、多様な人材の活躍を推進することを基本方針としています。この基本方針の(と、新

卒‧中途採用を行っています。

当社は、「平和不動産グループ行動規範」や「平和不動産グループ人権方針」においてすべての従業員に対して均等雇用や

結社の自由、労働交渉権の保障に関わる人権を尊重することを明記しています。

また、適宜管理職との面談の実施や「コンプ^6アンスアン<ーJ」の実施等により、良好な労使関係の構築に努めていま

す。

項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

離職者率（自己都合のみ） 1.0% 4.2% 3.0% 6.1%

平均所定外労働時間 19時間 27時間 26時間 28時間

平均勤続年数 14.8年 15.9年 14.9年 15.7年

当社では、従業員の安全性確保のため、労働災害件数のうち死亡件数を0件におさhることを毎年度の目標として掲げてお

ります。

賃金の管理

多様性の確保への取り組み

良好な労使関係の構築

関連データ

労災事故件数

ESGデータ
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新たな成長を実現するうえで多様な視点や価値観の存在の重要性を認識し、人材多様性の確保を図るとともに、あ

らゆる人材に対し、能力開発およびキャリアアップの機会を公平に提供し、従業員の働きがいを高め、成長�欲と

主体性を持った人材を育成していきます。

平和不動産で�、入社後10年間で複数の部署を経験するジョFローテーションを実施し、OJTを中心に不動産知識を身に付

け、組織貢献へのモチベーションを育むとともに自己の適性を見極めていきます。

新入社員研修からマネジメント研修まで、キャリアプランに合わせた研修プログラムを設定するとともに、「企画力」「提

案力」「交渉力」「リーダーシップ」な�を備えた次世代型人材育成を目的に、大学シティキャンパスの講座を受講する�と

ができる制度もあります。

また、管理職昇進までに不動産関連資格を複数取得する�とを推奨し、資格取得に係る費用を会社が負担しています。�の

他自己啓発の資格取得を奨励する�とで、従業員の自己成長やスペシャリティの形成をサJートしています。

人材育成方針 体制（人材育成体系） 主な取り組み

人材育成方針

体制（人材育成体系）

人材育成体系

サステナビリティ

サステナビリティ@Pース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

S：社会トップ

人権‧労働基準

人材マネジメント

多様な働き方の実現

健康と安全

社会サプラ)チ*ーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティUJート

ホーム サステナビリティ S：社会 人材マネジメント

人材マネジメント
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入社後10年間で複数の部署を経験するジョブローテーションを実施しています。また、OJTにより部署の具体的な業務や不

動産知識を身に付けるとともに、業務遂行に必要な能力を計画的‧継続的に育成しています。社員同士のコミPニ/ーショ

ンを通じて、組織貢献へのモチベーションを育むとともに自己の適性を見極めていきます。

新入社員研修からマネジメント研修まで、キャリ'プランに合わせた研修プログラムを設定するとともに、「企画力」「提

案力」「交渉力」「リーダーシ:プ」な�を備えた次世代型人材育成を目的に、大学シティキャンパスの講座を受講する�と

ができる制度もあります。

また、新入社員研修の一環として、不動産基礎研修、ITリテラシー教育やPCスキルの向上を図る研修を実施しています。

宅地建物取引士をはじめ一級建築士、不動産鑑定士等管理職昇進までに不動産関連資格を複数取得する�とを推奨し、資格

取得費用や登録料等取得に要した費用を会社が負担します。職員の公的資格取得を奨励‧援助する�とにより、業務運営上

必要な公的資格�有者、高度な専門能力をもつ資格取得者の育成を図る�とを目的としています。

資格試験、語学、ビジネススキル等のコンテン;が受講できるeラーニングやビジネスセミナーの受講が可能です。グロー

バル人材の育成として、会社で指定する英会話コースの履修率基準達成で支援金を支給する制度もあります。

また、自己啓発として様々な資格取得を奨励する資格取得報奨制度により、従業員の自己成�やスペシャリティの形成を1

ポートしています。

語学力の向上、コミPニ/ーションスキルの取得、海外の異文化環�下での経験、派遣先企業との人脈形成な�グローバル

人材の育成を目的に、3ヵ月程度海外へ派遣する海外留学研修制度および3ヵ月間の英会話ス-ールを受講できる英語研修

制度を整備しております。

当社では、2020年度より全役職員を対象に普通救命講習（AED講習付き）を継続的に実施しています。

当社の従業員向け能力開発研修時間および費用は以下のとおりです。

主な取り組み

OJT、ジョブローテーション

研修プログラム

資格取得支援制度

自己啓発支援

海外短期留学研修制度、英語研修制度

普通救命講習の実施

ESGデータ

従業員向け能力開発研修

ESGデータ
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職員一人ひとりの人格を尊重するとともに、あらゆる差別やハラスメントを排除し、安全で働きやすい職場環境を

確保し、ゆとりと豊かさの実現に努めます。

また、業務効率化を推進し時間外労働時間の削減に努め、職員のワークライフバランスの改善を図っております。

当社は、一人ひとりの人格や個性を尊重した安全で良好な職場環境の構築と維持に努めます。

当社は、国籍、人種、性別、年齢、性的指向、障がいの有無、特定の信条、思想、宗教等に基づく差別を行いません。ま

た、特定の信条、思想、宗教等の一方的強要、勧誘その他の職場環境を悪化させるようないかなる言動、行為を行わず、ま

た、行わせません。

当社は、他の役員およ�職員を職務遂行上の重要なFートナーとして認め、職場における健全な秩序およ�協力関係を保持

する義務を負うとともに、セクシOアル‧ハラスメント、Fワー‧ハラスメント等のハラスメント行為を行いません。

セクシャル‧ハラスメントおよ�Fワー‧ハラスメントの防止規程を定める�とな�により、ハラスメントの防止に取り組

んでおります。

当社は、性別、年齢、国籍、価値観等の多様性を受け入れ、一人ひとりが最大限の能力を発揮できる環境を整備し、多様な

人材の活躍を推進する�とを基本方針としております。

女性活躍推進も含めたダイバーシティの推進に取り組んでおり、性別によらない評価の徹底や女性新規採用比率の数値目標

を定めております。

中期経営計画KPI：女性新規採用比率30％以上

考え方‧方針 人権に関する取り組み

ダイバーシティの推進 ワークライフバランス支援の取り組み

考え方‧方針

人権に関する取り組み

差別の禁止

ハラスメント禁止

ダイバーシティの推進

女性活躍の推進

ESGデータ

サステナビリティ

サステナGQティBOース

トップメッセージ

サステナGQティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

S：社$トップ

人権‧労働基準

人材マネジメント

多様な働き方の実現

健康と安全

社$サプライ<1ーン

地域社$等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外�評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナGQティSKート

ホーム サステナビリティ S：社会 多様な働き方の実現

多様な働き方の実現
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職種転換者：2名（これまでの一般職から総合職への職種転換者の実績）

育児休業制度

最大で育児対象子が満1歳6か月に達する日まで育児休暇を取得することができます。

（父親、母親問わず）

時短勤務

3歳に満たない子を養育する希望者は1日の勤務時間に�いて午前9時から午後4時まで

の短時間勤務にする制度の適用を受けることができます。

所定外労働の免除

3歳に満たない子を養育する希望者は、所定労働時間を超えて労働させることはありま

せん。

慶弔祝い金、配偶者休暇

職員または配偶者が出産したときは、出産祝金として1児に�き10万円を贈呈します。

また、配偶者が出産するときは4日間の休暇を取得することができます。

介護休業制度

家族の介護等が必要な職員に対しては、これらに専念できるよう、要介護家族1人に�

き通算最大180日を限度（常時介護を必要とする状態の期間�に要介護家族1人に�き

3回を上限）として介護休業制度を設けております。

時短勤務

家族の介護等が必要な希望者は1日の勤務時間に�いて午前10時から午後4時までの短

時間勤務にする制度の適用を受けることができます。

所定外労働の免除

家族の介護等が必要な希望者は、所定労働時間を超えて労働させることはありませ

ん。

フレックスタイム制度 始業時刻や終業時刻を自由に決めて働くことができます。

テレワーク制度 自宅での勤務が可能です。

カフェテリアプラン

健康増進活動や自己啓発等様々なMBOWを選択できる福利厚生制度を導入していま

す。

夏季休暇

毎年7月1日から9月30日までの期間�に、連続または分割で5日間の夏季休暇を取得す

ることができます。

プラスワン休暇

年次有給休暇を連続して2日間以上取得する際にJPスワン休暇として休暇年度中に1

回特別休暇を1日取得することができます。

年次有給休暇積立制度

業務の都合、の他やむを得ない事由によって未取得となった年次有給休暇の有効活

用を図り、職員の労働福祉を向上させることを目的に年次有給休暇積立制度を設けて

おります。なお、積立てることのできる年次有給休暇の日数は、年間10日、90日を限

度としております。

リフレッシュ休暇

誠実に継続勤務した永年勤続者のう�、勤続満10年の職員と勤続満20年の職員に連続

5日間の休暇を付与し、5万円を支給しています。

時�休暇制度 1時間単位で休暇を取得可能です。

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画

[PDF: 198.7KB]

女性活躍推進法に基づく行動計画

[PDF: 245.1KB]

ワークライフバランス支援の取り組み

子育て支援

介護支援

福利厚生‧各種制度
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当社は、企業価値を高め事業を継続的に成長させていくには、職員が心身ともに健康であることが不可欠だと考え

ています。職員の健康増進を図り、安全な職場環境を整備し、過重労働、労働災害の防止に努めることに&り企業

価値向上を目指します。また、外注先等、当社の事業に関わる重要なステークホルダーにおいても、職員の健康‧

安全のための取り組みの実施を要請しております。

＜健康経営宣言＞

平和不動産グループでは、職員一人ひとりが心身ともに健康で、職員が持つ能力や個性を最大限に 発揮できること

が、企業の持続的な成長に繋がると考えています。

この理念に基づき、職員の健康保持‧増進活動を前進させ、健康経営を推進いたします。

代表執行役社長を健康経営の推進に関する最高責任者とし、総務部を中心に衛生委員会、産業医、健康保険組合と連携して

います。また、経営会議体で随時報告をしています。

衛生委員会では、健康保持‧増進の重要性を協議し、社�に情報共有を行っており、原則月1回開催しております。

労務担当の管理職や、各事業部にお�る衛生委員、産業医、従業員代表な�が委員として参加しています。

考え方‧方針 体制

外部からの評価 健康経営の取り組み

考え方‧方針

体制

健康経営戦略マップ [PDF: 137.4KB]

衛生委員会の主な議題 [PDF: 338KB]

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティマOジメン

ト

E：環境

S：社会

S：社会トップ

人権‧労働基準

人材マOジメント

多様な働き方の実�

健康と安全

社会サプa0F2ーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティdZート

ホーム サステナビリティ S：社会 健康と安全

健康と安全
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経済産業省および日本健康会議が健康経営に取り組む優良な法人を認定する健康経営優良法人制度におTて、「健康経営優

良法人2024（ホワイト500）」大規模法人部門に認定されました。

また、従業員のスポーツ活動の支援や促進に向けた取り組みを行ってTる企業として、スポーツ庁の「スポーツ3ーcカン

パニー2024」および東京都の「令和5年度東京都スポーツ推進企業」として認定されました。

現在、OHSAS18001認証を取得してTる事業所はありません。

従業員の健康や生産性に大きな影響を与える重要な課題だと認識しており、疫病発生予防‧早期発見のた#の取り組みを行

ってTます。

従業員の生産性に関わる重要な課題だと認識しており、^ンDcWcス不調の予防‧早期発見のた#の取り組みを行ってT

ます。

従業員の生産性向上のた#には、働きやすT環境の整備が必要であると考えてTます。

外部からの評価

健康経営優良法人

OHSAS18001認証を取得している事業所の割合

健康経営の取り組み

従業員の健康に関わる重要な課題

生活習慣病の発生予防‧早期発見

メンタルヘルス対策

働く環境の整備

健康課題改善の取り組み目標

ESGデータ

その他の健康経営成果指標

ESGデータ
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「北海道マラソン2024」へゴールドパートナーとして協賛し、社内外からランナーを募集し、複数の社員が参加しまし

た。

「北海道マラソンEXPO」に企業ブースを出展し、本大会に関わる全ての方々を応援‧サポートするために、来場者にオb

ジナルのスポーツタオルを配布しました。

職員有志に&る社内サG5ー部やランニング部、サーフィン部、ゴルフ部等の活動支援を通じて、職員の健康増進や職員間

の;ミ_ニ:ーション活性化を推進してTます。

創立75周年を記念し、全社での社員�士の交流を目的としイベントを実施しました。

た��の健康への影響に�Tての教育の実施

就業前の喫煙禁止

「世界禁煙デー」を「禁煙の日」と設定し禁煙を呼び掛け

禁煙外来治療費や禁煙補助剤費の補助

※自己負担額補助（上限額2万円、各一人一回限り）

※禁煙補助剤は、日本国内で販売されてTるニ;FンパGF‧ニ;Fン6]が対象

管理職、女性従業員を対象に、女性特有の健康課題やライフイベントと仕事の両立等をIーマにしたwebセミナーを実施し

ました。

食生活改善に関するwebセミナーを実施する�とで、自身の食生活を見直す機会の提供を行ってTます。

健康増進のための取り組み

北海道マラソンへの参加

課外活動への支援

社内イベントの実施

喫煙対策‧禁煙支援

女性特有の健康課題への取り組み

食生活改善への取り組み
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年1回ストレスチェックを実施し、従業員の健康管理と職場環境改善を図っています。

受検率100％を目標に、従業員へ受検の勧奨を行っています。（2024年度実績：100％）

食事、睡眠、生活習慣、^ンDルWルス等をテーマに定期的にeラーニングを実施しております。

睡眠‧マインドフルネスをテーマに、従業員一人一人が健康習慣を考えるためのセミナーを実施しました。

従業員の生産性に影響を及ぼす「不眠」‧「肩こり」‧「腰痛」‧「頭痛」等の体の不具合の改善を支援しています。

保険会社と協働でがんセミナーを開催しています。また、がんに関する情報を提供するがん情報サイトを開設しています。

35歳以上の人間ドック対象者に対して、人間ドック健診時の血液マー5ー検査を導入しています。

健康課題予防‧早期発見のための取り組み

ストレスチェックの実施

eラーニング等の実施

睡眠‧マインドフルネスヨガセミナーの実施

がんセミナーの実施

がん検診費用の負担

ESGデータ

研修の受講状況‧満足度

ESGデータ

従業員の-ルス4$ラシーの状況

ESGデータ

健康経営施策への投資額

ESGデータ
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当社本店（日証館）内に休憩、ランチ、社内打合せ、通常業務など様々な方法で利用できるラウンジを設置しています。

ラウンジには、従業員の健康増進に繋がる健康器具を設置しています。

働き方改革の推進と合わせ、働きやすい職場環境づくりも推進しています。

当社では、フレ7?Ucな働き方を実現するために在宅勤務制度を導入しています。また、従来のフレックスタイム制度を

進化させ、従業員が日々の始業‧終業時刻、労働時�をフレ7?Ucタイム内で自由に決めることができるスーパーフレッ

クスタイム制度を2022年4月から導入しています。

これにより、健康経営を進めるうjで求められている女性特有の健康課題への対応、女性の健康保持‧増進を図り、また、

女性活躍推進として男性女性問わ�育児や不妊治療、介護等を行う従業員の働き方の幅が広がることとなります。

働きやすい環境の整備

在宅勤務制度‧スーパーフレックス制度の導入（労働時間改革）
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当社グループが保有する不動産ポートフォリオのバリューチェーン全体におけるESG配慮の取り組みを推進するた

め、当社グループにおける主要な製品‧サービス、主要な取引先（プ_Oティ‧マネジメント会社、ビル管理会社

等）に�いて調達ポリ?ーを定めております。

当社グループ�可能な限りにおいて環境に対する考え方や目標に�いての情報を共有し、協力関係を築くよう努め

ております。

1. 企業倫理／児童労働

贈収賄による腐敗防止など企業倫理に関する方針や体制を整備していること。児童労働を禁止していること。

2. 環境に配慮した業務手順の導入

環境‧サステナビリティに関する法規制‧基準等の遵守していること。

3. 環境に配慮した物品の調達

工事において調達する物品の選定に>たって、必要な品質‧機能‧経済性‧合理性に加え、以下の環境負荷低

減に関する項目を満たしていること。

a. 省資源‧省エネルギーに努めていること。

b. 環境汚染物質等の削減；有害化学物質‧オゾン層破壊物質等の使用‧排出量の削減に努めていること。

c. 長期使用可能性；修理‧部品交換の容易さや耐久性等の向上が検討さ+ていること。

4. 人権尊重と多様性

役職員の人権を尊重し、差別やM[スメントを禁止していること。

5. 業員の健康に配慮した物品の調達

物品の調達において、従業員の健康に配慮するため使用を禁止する薬剤など、一定の基準を設けていること。

6. 大切な労働環境と安全衛生

労働基準関連の法令を遵守し、強制労働などの不当な労働行為を禁止していること。適切な労働時間の管理や

休日‧休暇の確保など、役職員の適切な労働環境や安全衛生に関する取り組みを実施していること。

7. 従業員の健康と快適性

従業員の健康と快適性に配慮した取り組みを実践していること。従業員の`ー9[1フバ[ンス改善のための

支援を実施していること。

8. 業務委託先の選定に �るESGに関する要件設置

下請事業者等の選定に関し、サステナビリティに配慮した要件を設けていること。

9. 地域‧コミュニティへの関与

地域や<XュKティに貢献する取り組みを行っていること。

10. 災害時リスク管理
制の構築

災害に備えてBCP（事業継続計画）の構築に取り組んでいること。

11. 情報セキュリティ

機密情報、個人情報を適切に取り扱い保護すること。

考え方‧方針 サービス‧品質の向上

安
‧安全の提供 社会的課題への対応

考え方‧方針

「サステナブル調達ポリシー」抜粋

サステナビリティ

サステナビリティKュース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

S：社会トップ

人権‧労働基準

人材マネジメント

多様な働き方の実�

健康と安全

社会サプライチェーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ^ポート

ホーム サステナビリティ S：社会 社会サ�����ーン

社会サプライチェーン
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当社では、サステナブル調達ポリシーのなかで、「環境に配慮した業務手順の導入」「環境に配慮した物品の調達」を定

め、環境負荷低減を意識した調達を行っています。詳しくは、環境サプライチェーンをご覧ください。

快適で豊かなオフィスや住空間の提供を基本理念に、安全で良質な価値ある商品‧サービスの提供に努めます。お客様の立

場に立ち、何事に$公正か�誠心誠意を持って対応し、サービスの向上や経営の健全性の確保に努めます。

当社は、運営するオフィスビルの管理業務委託先と定期的に管理状況報告会を実施し、法令を含めた業務の履行状況の確

や、ビル内で発生した不具合に対する措置結果等を含めた、ビル内における諸問題の報告を受け、管理‧運営全般に亘る品

質の維持‧向上と質の均一化を図っています。

当社は、運営するオフィスビルのテナント企業の皆様に対して、顧客満足（CS）アン;ートを実施しています。アン;ート

では、4レUータ‧空調‧清掃‧警備およびビルスタッフの対応等運営管理全般に�いてお尋ねし、ご利用にあたっての評

価を調査しています。�+か'$テナント企業の皆様か'の意見‧要望に�いて改善に取り組み、顧客満足度の向上を加速

してまいります。

当社グループでは、開発する物件の中で「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の対象となる全ての物

件において、十分な通路幅の確保やス_ープ‧障がい者用トイレの設置等、Nリアフリー対応を実施しています。

当社は、運営するオフィスビルのテナント企業の皆様のビ@Lス発展のため、テナント交流会を開催しております。当社の

ビルに入居いただいた方への付加価値向上に取り組んでおります。

グリーン調達

環境サプライチェーン

サービス‧品質の向上

運営オフィスビルの品質の維持‧向上

顧客満足（CS）アン�ート

高齢者‧障害者の方への配慮

テナント交流会
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当社グループではテナント企業の皆様及びビル運営に係る従業員の健康と安全、公正な取引体制を確保するため、不動産施

設管理上、以下のような各種取り組みを行うことで、安
‧安全を提供してまいります。

当社は、運営する6Qィスビルのテナント企業の皆様へ安
と安全を提供するため、防災‧防犯訓練を開催しております。

当社のビルの安
‧安全の向上に取り組んでおります。

当社は、地震等の災害時に運営する6Qィスビルのテナント企業の皆様に対して被災状況を報告するための体制を整え、減

災のための準備をしております。

また、地震等の災害時に運営する6Qィスビルのテナント企業の皆様を含め、非常食を備蓄しております。

当社は、新耐震基準以前に建築された物件の耐震診断を実施し、必要な耐震補強工事を実施しております。また新耐震基準

以後に建築されたものに�いても、再確の必要があると判断した6Qィスビルに�いて構造計算を再チェックし、構造設

計の妥当	を確しております。

当社は、企業行動憲章に基づき、当社の反社(的勢力への対応に関する基本的事項を定め、当社が反社(的勢力に対し毅然

とした態度で対応し、いかなる名目の利益供与も行わず、反社(的勢力との係わりを一切持たないようにすることを目的と

して規程を定めております。

当社グループでは、様々な社(的課題に対応すべく、テナント及び地域社(に対して時代に合わた柔軟な取り組みを推進

しています。

当社は、日本橋兜町‧茅場町エリアに所在する当社グループ保有ビル（19物件）のテナント企業（約150社）の役員及び従

業員の皆様を対象に、2021年7月から8月にか�て、新型コロナウイルスに関する`クチンの職域接種を実施いたしまし

た。

これは新型コロナウイルスの感染拡大が進む中、当社グループの従業員のみでなく、お客様に安全で良質な価値ある商品‧

サービスの提供するために、本取り組みを進めたものです。

当社は、2021年に開業したKABUTO ONEにおいて、災害時の帰宅困難者支援として一時待機場所の確保および防災備蓄倉

庫を整備いたしました。

これは震災等の災害が懸念される首都において、地域防災力の向上に寄与するために本整備を進めたものです。

安心‧安全の提供

防災訓練

BCP対策

運営ビルの耐震性の確保

反社会的勢力の排除

社会的課題への対応

当社テナントを対象とした職域接種

帰宅困難者対応施設の整備
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平和不動産は、企業理念に基づく持続的社会の実現に向け、一人ひとりが社会の一員として、サステナビリティ重

要課題（マテリアリティ）に沿った活動を通じ、社会課題の解決に貢献していきます。

日本橋兜町‧茅場町再活性化プロジェクトでは、物件の開発や運営にkいて、地域課題の解決や社会的なニーズをくみ取っ

た施策を展開することで、8リア全体の活性化に繋げています。

私た�が認識する課題‧ニーズとしては、8リアの賑わいの醸成や自然災害への備え等の%か、古くからの金融都市ならで

はの観点として、歴史ある建物の活用や「国際金融都市‧東京」構想への貢献等、多岐にわたっています。

地域の賑わいの醸成

歴史ある建物の活用

自然災害リスクの低減

低炭素化

｢国際金融都市‧東京」構想への貢献

日本橋兜町‧茅場町にkける取

組み

地方拠点での取組み 寄付等

環境保全‧ボランティア活動 文化‧芸術支援 地域イベントへの参加

地域の情報発信

基本的な考え方

日本橋兜町‧茅場町における取組み

地域の課題、社会の )ズへの対応

主な課題、社会の )ズの一例

活性化への取組み

サステナビリティ

サステナビリティニ`ース

トップメッセージ

サステナビリティマOジメン

ト

E：環境

S：社会

S：社会トップ

人権‧労働基準

人材マOジメント

多�な働き方の実現

健康と安全

社会サプライGェーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティdZート

ホーム サステナビリティ S：社会 地域社会等への貢献

地域社会等への貢献
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長年のビル賃貸事業で培われたノウハウをバックボーンとする開発により、大都市圏を中心とする街の活性化に主体的役割

を発揮しています。

保有ビルを含む周辺エリアの再開発、街づくりに参画する	とで、人々を惹きつける場づくりの展開に寄与していきます。

世界的に猛威を るう新型コロナウイルス感染症の対応に@たる医療従事者‧医療現場への支援のた(、当社は、2021年2

月に公益社団法人日本医師会に1,000万円の寄付を行いました。

令和6年能登地震で被災された皆様の救援と被災地の復興にk役立ていた�くた(、当社は、2024年1月に日本赤十字社に

1,000万円の寄付を行うとともに、平和不動産グループとして役職員への募金活動を行い、義援金として寄付しました。

地方拠点での取組み

大阪（北浜）、名古屋（栄）、仙台（�番町）における賑わいの創出

再開発実績

札幌、福岡（天神）における街づくりへの取組み

札幌再開発

寄付等

新型コロナウイルス感染症の対応に��る医療従事者‧医療現場への支援

令和6年能登半島地震に対する支援
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当社は中央区が平成29年度事業として推進しておりました、東京都中央区日本橋茅場町一丁目９番地先～茅場町二丁目４

番地先 修景整備‧街路樹新設事業に対して、本件事業区間の街路樹（ハナミズキ20本�を寄贈いたしました。

日本橋兜町エリア周辺の近隣企業様と共に?ステナブルな街づくりと地域貢献の一環として、当社が事務局となり、地域の

清掃活動である「兜町地域清掃」を実施しています。

この活動を通じて、日本橋兜町のイ^ージや価値を向上させ、地域全体の魅力を高めることを目指しています。

当社は、従業員の社会貢献活動を支援する制度を整えています。具体的には、特別休暇としてYランティア休暇を設定し、

従業員はYランティア活動な�を目的に自身の年休を積み立てて長期休暇を取得することが可能です。

「Jazz EMP＠Tokyo Financial Street」は、「金融と音楽の融合」、「新興ミュージAャンの育成」を主な>ンEWトに掲

げ、証券‧金融街としての地歴を有する日本橋兜町を舞台に2018年から開始したジャズ‧ライブイベントです。

「一般社団法人日本橋兜らいぶ推進協議会」が主催する「Jazz EMP＠Tokyo Financial Street 2023」は、多数の企業様の

ご協賛の)と、2019年以来4年ぶりに有観客開催さ0ました。

環境保全‧ボランティア活動

植林活動

中央区への街路樹寄贈（日本橋茅場町）

「兜町地域清掃」活動

従業員の社会貢献活動支援

文化‧芸術支援

「Jazz EMP＠Tokyo Financial Street」への協賛
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江戸の三大祭りの一つである「山王祭」に参加し、地元町会と連携して、日本橋兜町‧茅場町での神輿渡御を行っていま

す。近隣企業の方々に)大勢ご参加いただくことで、日本橋兜町‧茅場町の活性化につな�っています。地域で開催される

イベントに積極的に参加することで、地域住民の皆さまとの交流を深めていきます。

当社は、日本橋兜町‧茅場町再開発の街づくりに向けた新たな情報発信拠点となることを目指しつつ、地域の街の活性化‧

賑わいに寄与することを目的に、東京証券会館1 階にて「CAFE SALVADOR BUSINESS SALON」(カフェ サルバドル ビジネ

スサロン)を運営しております。

日本橋兜町‧茅場町の>\`NIィサイト「兜 LIVE！」（URL：https://kabuto-live.com/） を開設、運営しています。

このサイトを通して、金融街として発展してきた日本橋兜町‧茅場町に根づく文化や街で開催されるイベントなどの情報発

信をするなど、地域活性化に貢献しています。「兜LIVE！」では、街の賑わい創出に貢献し、資産形成をはめとした多様

な学びや、ビジネスマッチングなどのイベント情報を発信していきます。

地域イベントへの参加

山王祭への参加

地域の情報発信

CAFE SALVADOR BUSINESS SALON

CAFE SALVADOR BUSINESS SALON

兜LIVE！
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赤石（佐渡赤石）は、日本資本主義の父と言われる渋沢栄一翁が、明治21年（1888年）に兜町邸宅（現日証館所在地）を

建立した際に、日本経済の発展を祈念した縁起石として当地に設置されました。2017年に当社創立70周年�念事業の一環

として、渋沢栄一翁の遺志を受け継ぐべく、本赤石を譲り受け、110年ぶりに日本橋兜町におUて設置することとなり、現

在はKABUTO ONEの3Kb6]内にて展示しております。

兜LIVE！

「渋沢栄一翁ゆかりの赤石（佐渡赤石）」の設置および展示

-48-

https://kabuto-live.com/


株主をはじめとするステークホルダーの皆様の信頼に応えるとともに、公正で効率的な企業経営を行うため、当社

グループ全体としてコーポレート‧ガバナンスの強化に取り組んでいます。また、決算説明会や個人投資家向けIR

イベントへの参加等を積極的に行い、多様な相互コミュニケーションを図ってまいります。

当社は、コーポレート‧ガバナンスの充実を経営の重要な課題と位置づけ、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の

信頼に応えるとともに、公正で効率的な企業経営を行うため、当社グループ全体としてコーポレート‧ガバナンスの強化に

取り組んでいます。

ディスクロージャーポリシーに基づき、株主･投資家の皆さまの投資判断に資する公�かつ適時、正確な情報開示を目指し

ています。情報開示に当たっては、関係法令等を遵守するとともに当社の事業活動を�理解いただくために経営戦略や財務

情報等を積極的に開示していきます。適時開示�則や関係法令等に該当しない情報についても、投資判断に資すると判断さ

れる情報については、当社ホームページ等を通じて速やかに開示しています。

当社は、個人投資家の皆様に当社についての理解を深めていただくため、IR活動に積極的に取り組んでいます。具体的に

は、東証IRフェスタ、名証IRエキスポ、日経IR‧投資フェ%、野村IR資産運用フェ%等個人投資家向けのIRフェ%やセミナ

ー等に参加し、�り多くの方々に当社を知っていただく機会を作っています。今後も個人投資家の皆様を対象としたIR活動

を充実さ�てまいります。

基本方針 コーポレート‧ガバナンス

建設的な対� 配当政策‧株主優待制度

基本方針

コーポレート‧ガバナンス

コーポレート‧ガバナンス

建設的な対話

情報開示方針

ディスクロージャーポリシー

個人投資家向け説明会の実施

サステナビリティ

サステナ@リティニュース

トップメッセージ

サステナ@リティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

S：社会トップ

人権‧労働基準

人材マネジメント

多様な働き方の実

健康と安全

社会サプOイ7ェーン

地域社会等への貢献

株主‧投資家への取り組み

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナ@リティレポート

ホーム サステナビリティ S：社会 株主‧投資家への取り組み

株主‧投資家への取り組み
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当社は、主に機関投資家の皆様を対象とし、年2回（第2四半期、期末）の決算説明会を実施しております。

当社は、株主の皆様に対して、中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行い、適切な還元に努めております。

当社は、株主の皆様の日頃の�支援に感謝するため、株主優待制度を設けております。

個人投資家向け説明会

機関投資家‧アナリスト向け説明会の実施

決算説明会資料‧動画

配当政策‧株主優待制度

配当政策

配当‧株主還元

株主優待制度

株主優待
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コーポレート‧ガバナンス

基本的な考え⽅

基本⽅針

コーポレート‧ガバナンス体制

役員報酬

政策保有株式

適切な情報開⽰‧株主との対話（株主との対話の⽅

針）

コーポレートガバナンス‧ガイ�ライン

コーポレート‧ガバナンス報告書

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針

社外取締役

社外取締役

独立役員届出書

内部統制システム

業務の適正を確保する�	の体制の整備

コンプライアンス

コンプライアンス

リスク管理

情報セキュリティ

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

G：ガバナンス���

コーポレート‧ガバナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプライアンス

リスクマネジメント

リスク管理

情報セキュリティ

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティレポート

ホーム サステナビリティ G：ガバナンス

G：ガバナンス
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リスクマネジメント

基本方針

リスク管理体制

腐敗防止‧贈収賄防止

情報セキュリティ
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当社は、コーポレート‧ガバナンスの充実を経営の重要な課題と位置づけ、株主をはじめとするステークホルダー

の皆様の信頼に応えるとともに、公正で効率的な企業経営を⾏うため、当社グループ全体としてコーポレート‧ガ

バナンスの強化に取組んでいます。

当社は、コーポレートガバナンス‧コードの各原則の趣旨を踏まえ、以下のとおりコーポレート‧ガバナンスに関する基本

⽅針を定めています。

1. 当社は、すべての株主の権利および実質的な平等性を確保し、株主がその権利を適切に⾏使する�とがで�る環境の構

築を図っています。

2. 当社は、持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上のために、株主、従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会をはじ

めとする様々なステークホルダーとの協働が必要不可⽋であると認識し、ステークホルダーの権利‧⽴場や健全な事業

活動倫理を尊重する企業⽂化‧企業⾵⼟の醸成に取組んでいます。

3. 当社は、財務情報および⾮財務情報に�いて、法令に基づ�開⽰を適切に⾏うとともに、法令に基づ�開⽰以外に�い

ても、株主‧投資家の投資判断に資すると考えら4る情報を積極的に開⽰しています。

4. 当社は、取締役会が有する株主に対する受託者責任‧説明責任を認識し、持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上を

実�するための適切なリスクテ:クを⽀える環境の整備と収益⼒向上を図るため、取締役会による監督機能の実効性強

化に努めています。

5. 当社は、持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上を図るため、株主‧投資家との建設的な対�に積極的に取組みま

す。取締役会は、�うした対�を通じて株主‧投資家の意⾒に関⼼を払い、経営にUィードバックするとともに、⾃ら

の経営⽅針を株主‧投資家に対し明確に説明する�とにより、株主を含むステークホルダーの理解と信⽤を得て適切に

協働する�とに努めています。

基本的な考え⽅ 基本⽅針

コーポレート‧ガバナンス体制 役員報酬

政策保有株�

適切な情報開⽰‧株主との対�（株主との対�の⽅

針）

コーポレートガバナンス‧ガ:ド_:ン コーポレート‧ガバナンス報告書

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針

基本的な考え⽅

基本⽅針

サステナビリティ

サステナTリティQ^ース

トップメッセージ

サステナTリティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

G：ガバナンストップ

コーポレート‧ガバナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプ_:8ンス

リスクマネジメント

リスク管理

情報セキュリティ

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナTリティレポート

ホーム サステナビリティ G：ガバナンス コーポレート‧ガバナンス

コーポレート‧ガバナンス
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1. 取締役会

取締役会は取締役9名（うち女性1名）で構成しており、議長は取締役代表執行役社長が務めることとしております。

取締役会は、経営の基本方針の決定、取締役及び執行役の職務の執行の監督を行います。

取締役会は、法令に規定する事項及び取締役会規則に規定する事項を決議し、その他の業務執行に�いては執行役に委

任しています。

取締役会は、定款に定める員数である11名以内とし、過半数の独立社外取締役を選任しています。

取締役の選任に当たっては、F;dJー等の多様性や規模の観点を考慮する'か、当社の経営戦略に照らし取締役が備

えるべき知識‧経�‧能力等に�いて、必要なスキル等を特定のうえ、経営環境や事業特性等に応じた適切な組み合わ

せを考慮して選任しています。また、社外取締役には他社での経営経�を有する者を含めることとしています。

【スキル‧マトリックス】

取締役

企業

経営

財務‧

会計

法務 国際性

金融‧

証券

企画‧

営業

DX‧

IT

委員会

指名 監査 報酬

土本 清幸 ● ● ● ● ●

山田 和雄 ● ● ●

青山 誉久 ● ● ● ●

小林 大輔 ● ● ● ●

増井 喜一郎 ● ● ★

森口 隆宏 ● ● ● ● ● ● ★

宇都宮 純子 ● ● ●

山田 英司 ● ● ● ●

山口 光信 ● ● ★

★委員長 ※上記一覧表は、取締役候補者の有する全てのスキルを表す�の�は���せん。

2. 指名委員会

指名委員会は、取締役会で選定された3名以上の委員で構成し、独立性及び客観性確保の観点からその委員長は社外取

締役とします。

指名委員会は、株主総会に提出する取締役の選解任に関する議案の内容の決定、取締役の選解任に関する基準の策定等

を行います。

指名委員会は、取締役会または執行役社長からの諮問に基づき、執行役の選解任、執行役社長の後継者計画に関する事

項等に�いての意見を答申します。

当社は、経営陣幹部の選解任、取締役候補の指名を行う際の個々の選解任‧指名由を開示します。

3. 監査委員会

監査委員会は、取締役会で選定された3名以上の委員で構成し、独立性及び客観性確保の観点からその委員長は社外取

締役とします。また、監査機能強化の観点から常勤監査委員を選定します。

監査委員会は、取締役及び執行役の職務の執行の監査及び監査報告の作成、会計監査人の選任及び解任並びに不再任に

関する議案の内容の決定等を行います。

4. 報酬委員会

報酬委員会は、取締役会で選定された3名以上の委員で構成され、独立性及び客観性確保の観点からその委員長は社外

取締役とします。

報酬委員会は、取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針の決定、取締役及び執行役の個人別

の報酬等の内容の決定等を行います。

5. 執行役会

執行役会は執行役6名で構成しております。また、議事の運営は執行役社長が行うこととしております。重要な業務を

執行する'か、取締役会への付議事項を事�審議しています。

コーポレート‧ガバナンス体制
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6. 経営会議

経営会議は執行役社長及び役付執行役で構成し、議事の運営は執行役社長が行うこととしております。当社の経営戦略

に関する方向性等を協議しています。

7. サステナビリティ委員会

当社は、サステナビリティ経営の実践に向けた、サステナビリティ施策の円滑な推進を目的に、委員長を執行役社長、

委員を執行役、執行役員及び所属長で構成する「サステナビリティ委員会"を設置しております。

本委員会にて、サステナビリティ施策に関するPDCAをモニタリングすることにより、サステナビリティ経営の実効性

向上を図っています。

8. リスク管理委員会

当社は、リスク管理の最高責任者を執行役社長とし、執行役、執行役員及び所属長で構成する「リスク管理委員会"を

設置し、当社グループに係るリスク全般の把握及びリスク顕在時の対応を適切に行うことに努めています。

9. 投資委員会

当社は、不動産投資‧売却案件における適切な検討体制を構築することを目的として、経営企画部担当執行役が指名す

る委員で構成される「投資委員会"を設置しています。本委員会は、取締役会及び執行役会における不動産投資‧売却

案件に係る審議に先立ち、価格や経営計画等との整合性等に�いて協議を行うことで、当該審議の円滑化及び深度化を

図っています。

氏名 地位 取締役会 指名委員会 監査委員会 報酬委員会

土本 清幸 取締役 ★ ● ●

山田 和雄 取締役 ●

青山 誉久 取締役 ●

小林 大輔 取締役 ● ●

増井 喜一郎 社外取締役 ● ★

森口 隆宏 社外取締役 ● ● ★

宇都宮 純子 社外取締役 ● ● ●

山田 英司 社外取締役 ● ●

山口 光信 社外取締役 ● ★

1. ★は議長、委員長を、●は構成員を示しています。

氏名 地位 執行役会 経営会議

サステナビリティ

委員会

リスク管理

委員会

土本 清幸

代表執行役社

長

★ ★ ★ ★

山田 和雄

代表執行役専

務

● ● ● ●

富田 朱彦 執行役常務 ● ● ● ●

中尾 友治 執行役常務 ● ● ● ●

瀬尾 宣浩 執行役 ● ● ●

青山 誉久 執行役 ● ● ●

1. ★は議長、委員長を、●は構成員を示しています。

2. サステナビリティ委員会及びリスク管理委員会は上表で示し�構成員のほか、執行役員及び所属長で構成しています。

取締役会及び各委員会の構成員

執行役会及び各委員会の構成員
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1. 基本方針

取締役、執行役および執行役員の報酬等（以下「役員報酬」という。）は、経営方針を実現するために、コーZb

ートガバナンス‧コードの原則に則り、以下を基本方針とする。

1. 中長期的な企業価値および企業業績の向上に対する動機付けを行う

2. 株主との価値共有を図る

3. 優秀な人材の確保に資する水準‧体系とする

4. 客観性‧透明性が十分に担保された決定プロセスとする

役員報酬は、基本報酬としての固定報酬、短期インセンティブとしての賞与、中長期インセンティブとしての業績

連動型株�報酬で構成する。

執行役を兼務する取締役に�いては、執行役としての報酬の*を支給するものとする。

取締役（執行役を兼務する取締役を除く。）および監査委員会の事務局を管掌する特任執行役員の報酬は、�の役

割等の観点から、基本報酬の*で構成する。

2. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針

を含む。）

基本報酬は、役位ごとの役割の大きさおよび責任範囲に基づき役員報酬の体系を基に業績等を考慮し、総合的に勘

案して決定する。

基本報酬は、月例の固定報酬とする。

3. 業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期ま

たは条件の決定に関する方針を含む。）

(1) 賞与

短期インセンティブは、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、賞与を毎年6月に現金報酬として支

給する。

賞与は、役位に応じた基準額に親会社株主に帰属する当期純利益の実績に応じた係数を乗じ、さらに役位別の月額

固定報酬に個人評価に応じた係数を乗じた額および役位別の月額固定報酬にESG評価に応じた係数を乗じた額を加

算して算出する。親会社株主に帰属する当期純利益に係る係数は0％から150％の範囲で、個人評価に係る係数は

0％から100％の範囲で、ESG評価に係る係数は-20％から20％の範囲で、�れ�れ変動させて決定する。た�し、

代表執行役社長に�いては、個人評価およびこれに伴う役位別の月額固定報酬を基準とした支給は行わないものと

する。

執行役及び執行役員が解任された場合や、故意または重大な過失等により、会社に損害を与えた場合等には、報酬

委員会の決定に基づき、賞与を不支給または一部減額とすることができる。

執行役員の賞与に�いては、執行役の賞与に準じて決定する。

(2) 業績連動型株�報酬

中長期インセンティブは、固定部分と業績連動部分から構成する業績連動型株�報酬とする。

固定部分は役位に応じて決定され、業績連動部分は業績条件の達成度や株価水準等に応じて決定される。

固定部分は株主との価値共有の強化を、業績連動部分は企業業績および中長期的な企業価値の向上に対する動機付

け、ならびに企業業績と報酬の連動性強化を目的とする。

株�の給付は、株�給付信託を利�し、原則として対象となる執行役および執行役員の退任時にこれを行うものと

する。

＜業績連動型株式報酬算定の基準＞

業績連動部分の評価
標は、中長期的な業績向上の観点から、本業の稼ぐ力を端的に示す連結営業利益、および企

業価値向上の結果として株主が享受する`Iーンを示すTSR（Total Shareholder Return）とする。

業績連動部分の株�報酬は、連結営業利益の業績目標に対する達成度に応じて、またTSRの株価
数との相対評価

に応じて、�れ�れ0％から150％の範囲で変動させて決定する。

詳細は、報酬委員会決議により定める株�給付規程に定めるものとする。

4. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役等（執行役員を除く。）の個人別の報酬等の額に

対する割合の決定に関する方針

執行役（取締役を兼務する執行役を含む。）の種類別の報酬割合に�いては、同業�社等の報酬水準等を踏まえ、

報酬委員会で決定することとし、目標業績達成時において概ね以下の割合を目安とする。

項目 固定報酬 賞与 業績連動型株式報酬

位置付け 基本報酬 短期インセンティブ 中長期インセンティブ

総報酬に対する割合

（目安）

55％～60％ 25％～30％ 15％～20％

取締役（執行役を兼務する取締役を除く。）の報酬は、�の役割等の観点から、基本報酬の*で構成されており、

金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方

針はご�いません。

役員報酬
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当社は、中⻑期的な事業展開上有益であると考えられる、取引関係の強化、財務活動の円滑化、事業提携の強化等を⽬的と

して、株式の政策保有を⾏っています。

当社は、毎年、取締役会において、中⻑期的な事業展開上有益であると考えられる、取引関係の強化、財務活動の円滑化、

事業提携の強化等の保有⽬的に沿っているか、および個別の政策保有株式に�いて、保有に伴う便益や資本コスト等を総合

的に勘案し、保有の適否を検証します。

かかる検証の結果、保有の妥当性が認められないと判断された場合には、株価や市場動向等を考慮して売却することにより

縮減していきます。

当社は、政策保有株式の議決権⾏使に�いて、反社会的⾏為を⾏っていないか、重⼤な不祥事を起こしていないか、コーポ

レート‧ガバナンス上の重⼤な懸念事項が⽣じていないかどうかを確認し、発⾏会社の持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値

の向上ひいては株主価値の増⼤の観点から、議案ごとに判断を⾏います。

また、特に企業価値や株主価値に影響を与える可能性のある議案に�いては、その理由、⽬的等を⼗分に調査して賛否を判

断しています。

1. 当社は、取締役会が承認した「株主との建設的な対話を促進するための体制整備‧取組みに関する⽅針」を公表してい

ます。

2. IR 担当部⾨は、対話に際して未公表の重要な内部情報が外部へ漏えいすることを防⽌するため、内部情報管理および

内部者取引防⽌規程に基づき、情報管理を徹底しています。

3. 当社は、持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上を図るため、経営戦略‧経営計画の策定に際しては、資本コストを

的確に把握した上で、資本効率等に関する中⻑期的な⽬標を設定‧公表し、これを達成することに努め、その実現に向

けた取組みに�いて株主等へ説明します。

4. 当社は、持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値向上の観点から、事業ポートフォリオの最適化ならびにEナジー創出を図

るべ�、適切な事業ポートフォリオ‧マネジメントを⾏うことを基本⽅針としています。

コーポレートガバナンスに関する枠組みを掲載しています。

コーポレートガバナンス‧ガ:O_:ン [PDF: 197.1KB]

「コーポレートガバナンス報告書」を掲載しています。

コーポレート‧ガバナンス報告書 [PDF: 155.1KB]

当社は、特定の者による当社の支配権の移転を伴うような買付提案があった場合、それに応じるか否かの判断は、最終的に

は当社株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。しかしながら、当社は、当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容や、当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値な

いし株主共同の利益を継続して向上してい�者でなけれ!ならないと考えており、また、大規模買付行為等の中には、当社

が継続して向上さ�てまいりました当社の企業価値ないし株主共同の利益を毀損するものもあります。

かかる認識の下、当社は、当社株主の皆様が、大規模買付行為等が当社の企業価値ないし株主共同の利益に及ぼす影響を慎

重に判断する機会がなけれ!ならないと考えており、大規模買付者及び当社取締役会の双方から、当社株主の皆様に対し、

当該大規模買付行為等の目的や内容等及びそれが当社の企業価値ないし株主共同の利益に及ぼす影響に�き、必要か�十分

な情報及び意見等が提供され、か�、それら双方を検討するための（いわ.る強圧性による株主の皆様のご判断への影響が

できる�け存しない状況下における）必要か�十分な熟慮期間が確保される必要があると考えます。

当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、当社企業価値ないし株主共同の利益が最大化されることを確保するた

め、大規模買付者に対しては、大規模買付行為等の是非を株主の皆様が適切に判断するために必要か�十分な情報を提供す

るよう要求する'か、当社において当該提供された情報に�き適時適切な情報開示を行う等、金融商品取引法、会社法その

他の法令及び定款の許容する範囲内において、適切と判断される措置を講じて参ります。

政策保有株式

適切な情報開⽰‧株主との対話（株主との対話の⽅針）

コーポレートガバナンス‧ガイドライン

コーポレート‧ガバナンス報告書

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
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社外取締役

増井 喜一郎（ますい きいちろう）

取締役会出席状況：12回/12回（100％）

指名委員会出席状況：2回/2回（100％）

増井喜一郎氏は、公益財団法人日本証券経済研究所の理事長を務めており、これまで直接会社経営に関与された経�

は9りませんが、証券関連団体の要職を歴任するなど、金融‧証券界にお�る豊富な経�と高い見識を有しておりま

す。

同氏には、この'うな観点から業務執行に対する独立した客観的立場からの実効的な監督や経営への助言等において

適切な役割を果たしていた�いております。また、指名委員会委員長として、当該委員会において当社の役員人事等

に関し、客観的‧中立的立場から意見を述べていた�いております。

このことから、社外取締役として、取締役会お'�委員会の実効性向上、ひいては当社グループの中長期的な企業価

値向上に資することを期待し、同氏を社外取締役候補者として選任いたしました。

社外取締役

森口 隆宏（もりぐち たかひろ）

取締役会出席状況：12回/12回（100％）

指名委員会出席状況：2回/2回（100％）

報酬委員会出席状況：4回/4回（100％）

森口隆宏氏は、株式会社東京三菱銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）の代表取締役副頭取、JPモルガン証券株式会社の

代表取締役会長を務めた経歴を持ち、また米国において銀行の頭取を務めるなど、金融‧証券に関する幅広い知見、

国際的な業務経�、経営者としての豊富な経�と高い見識を有しております。

同氏には、この'うな観点から業務執行に対する独立した客観的立場からの監督や経営への助言等において適切な役

割を果たしていた�いております。また、指名委員会委員お'�報酬委員会委員長として、これらの委員会において

当社の役員人事等お'�役員報酬等に関し、客観的‧中立的立場から意見を述べていた�いております。

社外取締役 独立役員届出書

社外取締役

選任の理由

選任の理由

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

G：ガGナンストップ

コーポレート‧ガGナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプP20ンス

リスクマネジメント

リスク管理

情報セキュリティ

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティレポート

ホーム サステナビリティ G：ガバナンス 社外取締役

社外取締役

-58-



このことから、社外取締役として、取締役会および委員会の実効性向上、ひいては当社グループの中長期的な企業価

値向上に資することを期待し、同氏を社外取締役候補者として選任いたしました。

社外取締役

宇都宮純子（うつのみや じゅんこ）

取締役会�席状況：12回/12回（100％）

指名委員会�席状況：2回/2回（100％）

報酬委員会�席状況：12回/12回（100％）

宇都宮純子氏は、弁護士としての高い専門性を備え、これまで直接会社経営に関与された経�は9りませんが、他の

上場会社における社外取締役を務めるなど、企業�務の分野における豊富な経�と高い見識を有しております。

同氏には、このような観点から業務執行に対する独立した客観的立場からの実効的な監督や経営への助言等において

適切な役割を果たしていた�いております。また、指名委員会委員および監査委員会委員として、これらの委員会に

おいて当社の役員人事等に関し、客観的‧中立的立場から意見を述べていた��とと$に、独立した立場から業務執

行を適切に監査していた�いております。

このことから、社外取締役として、取締役会および委員会の実効性向上、ひいては当社グループの中長期的な企業価

値向上に資することを期待し、同氏を社外取締役候補者として選任いたしました。

社外取締役

山田英司（やま� えいじ）

取締役会�席状況：12回/12回（100％）

報酬委員会�席状況：4回/4回（100％）

山田英司氏は、株式会社エヌ‧ティ‧ティ‧データの代表取締役副社長執行役員、日本電子計算株式会社の代表取締

役社長を務めた経歴を持ち、他の上場会社における社外取締役を務めるなど、データ通信や:<テム開発分野等にお

ける豊富な経�と、経営者としての高い見識を有しております。

同氏には、このような観点から、業務執行に対する独立した客観的立場からの実効的な監督や経営への助言等におい

て適切な役割を果たしていた�いております。また、報酬委員会委員として、当該委員会において当社の役員報酬等

に関し、客観的‧中立的立場から意見を述べていた�いております。

このことから、社外取締役として、取締役会および委員会の実効性向上、ひいては当社グループの中長期的な企業価

値向上に資することを期待し、同氏を社外取締役候補者として選任いたしました。

社外取締役

山口光信（やま�ち みつのぶ）

取締役会�席状況：12回/12回（100％）

監査委員会�席状況：12回/12回（100％）

山口光信氏は、公認会計士としての高い専門性を備え、米国における勤務経�を持つほか、他の上場会社における社

外監査役を務めるなど、これまで直接会社経営に関与された経�は9りませんが、財務会計および監査の分野におけ

る豊富な経�と、国際的な業務経�を有しております。

選任の理由

選任の理由

選任の理由
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同氏には、このような観点から、業務執行に対する独立した客観的立場からの実効的な監督や経営への助言等におい

て適切な役割を果たしていた�いております。また、監査委員会委員長として、当該委員会において独立した立場か

ら業務執行を適切に監査していた�いております。

このことから、社外取締役として、取締役会およ�委員会の実効性向上、ひいては当社グループの中長期的な企業価

値向上に資することを期待し、同氏を社外取締役候補者として選任いたしました。

独立役員届出書 [PDF: 114.6KB]

独立役員届出書
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当社は、執行役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する��の体制その他当社の業務ならびに当社および

その子会社から成る企業�団の業務の適正を確保する��に必要な体制を次のとお�整備し、適法で効率的な企業体制の構

築を図ってお��す。

1. 当社の執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する��の体

制

当社は、独立役員である社外取締役を選任し、取締役会の監督機能、監査委員会の監査機能の強化を図

る。

当社は、「企業行動憲章」、「平和不動産グループ行動規範」および「コンプライ+ンス規程」を定め、そ

れらの周知徹底を図ること等により、執行役、執行役員および職員に対して、法令‧定款の遵守を徹底する

ことはもとより、公正で高い倫理観を有することを求め、広く社会から信頼される経営体制を確保するこ

とに努める。

当社は、「内部通報規程」および「外部通報規程」等に基づき、コンプライ+ンス上の問題等が発生した場

合の取引先等を含む社内外からの通報‧相談手段としてコンプライ+ンス‧ホットライン等を設け、その早

期発見と適切な対応を行う。

当社は、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力には、毅然とした態度で対応する。

2. 当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当社は、株主総会、取締役会および執行役会をはじめとする重要な会議の意思決定記録やり*議書等、執

行役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令および「文書保存‧廃棄規程」等に基づき、適切に保

存‧管理する。

取締役および執行役は、常時これらを閲覧することができる。

3. 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスク管理の実行を経営に係る重要課題であるとの認識の下、「リスク管理規程」を定めるとと

もに、当該規程において「リスク管理委員会」を設置し、対象となるリスクおよび管理の所在等を明確に

することにより、リスク管理の実効性を確保するよう努める。

「リスク管理委員会」は、所管する事項に�いて、必要に応じて取締役会および監査委員会へ報告する。

4. 当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保する��の体制

当社は、機関設計として指名委員会等設置会社を採用し、業務執行の決定に関する権限を大幅に執行役に

委任することで、経営と業務執行に関する機能と責任を分離し、意思決定の迅速化と経営の効率化を図

る。

当社は、担当役員制ならびに「取締役会規則」「執行役会規則」「事務分掌規程」等社内諸規則に定められ

た職務権限および意思決定�法により、執行役の職務執行が効率的に遂行されるように努める。

年度事業計画等の策定により、全社的な目標を設定し、職務執行を効率的に推進する。

5. 当社およびその子会社から成る企業集団にお�る業務の適正を確保する��の体制

当社は、当社およびその子会社�併せて「当社グループ」と総称する。）を対象とする「関係会社管理規

程」を定め、管理の所在等の明確化を図ることにより、当社グループとしての業務の適正性を確保するよう

努める。

当社は、当社グループに係る戦略の立案、子会社に係る指導およびモニタリングその他の経営管理、財務

運営および連結決算に係る管理、財務報告に係る内部統制の整備および運用ならびに有効性評価に係る管

理、業務運営に係る管理等を統括する。

当社は、当社が定める「企業行動憲章」、「平和不動産グループ行動規範」および「コンプライ+ンス規

程」を当社グループに対しても適用し、それらの周知徹底を図ること等により、当社グループの役職員に対

して、法令‧定款の遵守を徹底することはもとより、公正で高い倫理観を有することを求め、広く社会から

信頼される経営体制を確保することに努める。

当社は、リスク管理の実行を経営に係る重要課題であるとの認識の下、当社が定める「リスク管理規程」

に基づき、当社グループにおいて対象となるリスクおよび管理の所在等を明確にすることにより、リスク管

理の実効性を確保するよう努める。

当社は、「関係会社管理規程」等に基づき、子会社に関する重要事項に�いては、原則として事�に報告す

ることを義務付ける。

業務の適正を確保するための体制の整備（内部統制システム）

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティマネジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

G：ガバナンストップ

コーポレート‧ガバナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプライアンス

リスクマネジメント

リスク管理

情報セキュリティ

外
評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティレポート

ホーム サステナビリティ G：ガバナンス 内部統制システム

内部統制システム
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当社は、主要な子会社に取締役、監査役を派遣し、取締役は当該子会社の取締役の職務執行を監督し、監

査役は当該子会社の業務執行状況を監査する。

当社は、グループ連結経営に関する事項について報告または協議を行うことを目的として、関係会社経営会

議や関係会社事務連絡会を設け、事業の方針および経営情報等を共有化するとともに、子会社に関する重

要事項については、取締役会に報告する。

当社は、財務報告の信頼性を確保するために「財務報告に係る内部統制の整備および運用の基本方針」を

定め、その実現に向けて「財務報告に係る内部統制連絡会」を設置し、当社グループを横断する協力体制

を整えるよう努める。

6. 当社の監査委員会がその職務を補助すべき取締役および使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該取締役および使用人に関する事項、当該取締役および使用人の当社の執行役からの独立

性に関する事項および当社の監査委員会の当該取締役および使用人に対する指示の実効性の確

保に関する事項

当社は、監査委員会室を設置して使用人を配置する。監査委員会室に所属する使用人は、監査委員会の職

務を補助する。

監査委員会室に所属する使用人は、監査委員会の職務を補助するに際しては、監査委員会の指揮命令に従

うこととし、執行役の指揮命令を受けないものとする。

監査委員会室に所属する使用人の任命および異動は監査委員会の同意を必要とし、また、その評定につい

ては監査委員会の意見を十分に尊重する。

7. 当社の監査委員の職務の執行にいて生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第404条第4項に基づく費用の前払等の請求

をしたときは、当該請求に係る費用または債務が監査委員会の職務の執行に必要でないと認め$れた場合を除

き、速や�に当該費用または債務を処理する。

8. 当社の監査委員会への報告に関する体制、当該報告をした者が当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制その他当社の監査委員会の監査が実効的

に行われることを確保するための体制

常勤監査委員は、執行役会等の重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、その議事録や%*議書等の

写しを受領し、それに対する報告等を求める。また、監査委員会は、定期的に代表執行役、内部監査部門

および会計監査人と協議の場を持つ。

取締役および執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査委員

または監査委員会に報告を行う。

当社は、関係会社経営会議または関係会社事務連絡会において報告された子会社に関する内容、子会社に

対する内部監査の結果および/ンプライアンス‧ホットライン等による通報内容の重要事項を、監査委員ま

たは監査委員会に報告する。

当社は、監査委員または監査委員会へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。
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平和不動産グループが社会から信頼され、持続的発展を遂げるため、「企業行動憲章」および「平和不動産グループ行動規

範」に基づき､常にコンプUイアンスを意識し、業務を遂行してまいります。

また、不正行為の根絶を図り、コンプUイアンスの更なる強化を図るべく、2019年12月に「不正の根絶及びコンプUイア

ンス強化宣言」を制定し、取組みを進めています。

不正の根絶及びコンプライアンス強化宣言

1. 信頼なくして成長なし

当社の役職員は、ステークホルダーからの信頼が成長の基礎であり、原動力である	とを改めて自覚し、�の

信頼を回復するために意識改革を徹底します。

2. 不正行為の根絶

当社の役職員は、個人の利害と会社の利害を厳格に峻別した上で、高い倫理観と良識を(って職務に臨み、不

正行為をしない‧さ�ない	とを誓い、	れを根絶します。

3. コンプライアンスの更な
強化

当社の役職員は、「企業行動憲章」や「平和不動産グループ行動規範」等の遵守を徹底し、コンプUイアンス

を最優先課題として認識します。

2019年12月制定

当社グループでは、コンプUイアンスおよび事業リスクの共有、協議を行う「リスク管理委員会」を設置し、グループのコ

ンプUイアンスおよび事業リスクの統括を行っています。コンプUイアンスの重大な違反およびリスクが顕在化した重大な

事項に関しては、当社の取締役会に報告され、対応を行っています。

また、事務局である総務部は、グループ各社との連携を担い、グループ全体でのコンプUイアンス‧リスク管理機能の向上

を推進しています。

当社グループでは、「企業行動憲章」および「平和不動産グループ行動規範」を制定し、�の社会的責任の重さを自覚し、

あら*る法令やルールを厳格に遵守する	とは(とより、高い倫理感を(って社会から信頼され続ける企業を目指すとと(

に、社会規範に反する	となく誠実か�公正に行動するにあたって遵守すべき事項をまとめています。

グループ行動指針の中では、政治や行政との関係に�いて社会から癒着が疑われる行動を厳に慎み、社会通念を逸脱した接

待や贈答等を禁止する等、賄賂だけに留まらず腐敗行動全般に対する防止策を具体的に定めています。	の内容はイントU

ネット上に公開されており、従業員はい�で(見る	とができます。

また、全役職員を対象としたコンプUイアンス研修を年5回�上実施し、腐敗防止‧贈収賄防止をは�めとしたコンプUイ

アンスに関する諸規程の内容を周知‧徹底を図る	とで、コンプUイアンス意識の向上に努めています。

コンプUイアンス リスク管理 情報セキュリティ

コンプライアンス

基本方針

コンプライアンス体制

腐敗防止‧贈収賄防止

サステナビリティ

サステナLリティIュース

トップメッセージ

サステナLリティQネジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

G：ガバナンストップ

コーPXート‧ガバナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプライアンス

リスクQネジメント

リスク管理

情報セキュリティ

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナLリティXPート

ホーム サステナビリティ G：ガバナンス コンプライアンス

コンプライアンス
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内部通報規程に基づき、組織的または個人的な法令違反行為、不正行為などに会社として速やかに認識し、必要な措置を講

ずるとともに、当社グループ会社の倫理および法令の遵守を推進するため、「コンプライアンス‧ホットライン」を社内に

設置しています。

また、法人などのお取引先様との公正な取引を進めるため、「外部通報窓口」を設置し、当社グループの役職員によるコン

プライアンス違反や�のお�0の=る行為に�いて通報いただいています。

当社グループは、内部通報規程に基づき、組織的または個人的な法令違反行為、不正行為などに会社として速やかに認識

し、必要な措置を講ずるとともに、当社グループ会社の倫理および法令の遵守を推進するため、「コンプライアンス‧ホッ

トライン」を社内に設置しています。

通報案件ごとに内部窓口と外部窓口が選択可能で、当該利用者は、コンプライアンス‧ホットラインの利用を理由としたい

かなる不利益も受けないものとするなど、利用者の保護を図っています。

また、法人などのお取引先様との公正な取引を進めるため、「外部通報窓口」を設置し、当社グループの役職員によるコン

プライアンス違反や�のお�0の=る行為に�いて通報いただいています。

当社グループでは、役職員のコンプライアンス意識の向上を目的としたコンプライアンス研修を定期的に実施しておりま

す。また、コンプライアンス‧情報セキュリティ等の全社一斉点検を実施し、�の結果を社内周知する	とにより、コンプ

ライアンス意識の浸透を図っております。

1. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力には、毅然とした態度で対応いたします。

2. 反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、「企業行動憲章」、「平和不動産グループ行動規範」、「内部統制システム構築の基本方針」、「反社会的勢

力排除規程」等の社内規程を定め、反社会的勢力には毅然とした態度で対応する方針を明確にするとともに、	0を取

締役、執行役員および職員に周知徹底しております。

社内体制としては、総務部を対応統括部署とし、反社会的勢力による不当要求等の事案が発生したときは、弁護士や所

轄警察署等関係機関とも連携し、対応いたします。

また、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会への加盟を通じて反社会的勢力排除活動に参加するとともに情

報の収集に努め、必要に応じて、�の内容を各部署に展開しております。

当社グループでは、潜在するリスクを認識し、	0を管理する	とで�の顕在化を防ぐとともに、顕在化した場合には適切

な対応をとる	とにより、円滑な業務遂行と経営資源毀損の極小化を図るため、リスク管理規程および体制を整備し、リス

ク管理の徹底を図っています。

当社グループにおけるリスク全般を把握するとともに、リスク顕在化時の対応を適切に行うため、代表執行役社長を委員長

とし、執行役、執行役員および部長をもって構成するリスク管理委員会を四半期ごとに開催し、「リスク管理規程」に基づ

き当社グループ内の顕在化したリスクの把握、�0に対する再発防止策等の審議を行っております。

物件の取得‧売却に関しては、取締役会における審議に先立ち「投資リスク等検討ワーキング」を開催し、取得‧売却のリ

スク分析等を行い、�の結果を執行役会に報告しております。

「事業継続計画（BCP）」および	0に基づ�対応マニュアルを作成し、定期的に点検する	とにより、緊急時における企

業危機のリスク軽減に努めております。

コンプライアンス‧ホットライン

外部通報窓口

コンプライアンス研修

反社会的勢力への対応

リスク管理

基本方針

リスク管理�制
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当社グループは、情報の適切なリスク管理を会社の重要な情報戦略の一つとして位置付け、この基本方針を定め、グループ

全体で情報セキュリティに取り組みます。

当社グループは、情報セキュリティ管理体制を確立し、保有す.すべての情報資産の保護および適切な管理に努めます。

当社グループは、この基本方針に基づいた社�規程を整備し、全役職員に周知徹底します。

当社グループは、情報セキュリティの確保に必要な教育等を継続的に実施し、全役職員に対して、情報リテラシーの向上を

図ります。

当社グループは、不正アクセス、破壊、情報漏えい、改ざん、紛失、盗難な�の脅威から情報資産を確保し、安全性を確保

す.ために、適切な対策の実施に努めます。

また、万が一情報資産にセキュリティ上の問題が発生した場合は、その被害を最小限に止め.とと(に、その原因を迅速に

究明し、再発防止に努めます。

当社グループは、情報セキュリティに関す.法令、国が定め.指針、その他の社会的規範を遵守します。

当社グループは、以上の取り組みを継続的に見直し、改善に努めます。

情報セキュリティ

基本方針

1. 情報セキュリティ管理体制の構築

2. 情報セキュリティ�関する社内規程の整備

3. 情報セキュリティ教育の実施

4. 情報セキュリティ対策

5. 法令等の遵守

6. 継続的改善の実施
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当社グループでは、潜在するリスクを認識し、これを管理することでその顕在化を防ぐとともに、顕在化した場合

には適切な対応をとることにより、円滑な業務遂行と経営資源毀損の極小化を図るため、リスク管理規程および体

制を整備し、リスク管理の徹底を図っています。

当社グループにお�るリスク全般を把握するとともに、リスク顕在化時の対応を適切に行うため、執行役社長を委員長と

し、執行役、執行役員及び所属長で構成する「リスク管理委員会」を四半期ごとに開催し、当社グループ内の顕在化したリ

スクの把握、それに対する再発防止策等の審議を行い、重要な事案に�いては適宜取締役会に報告することで、取締役会が

リスク管理を監督し、運用状況をレIューする体制を構築しています。

なお、このリスク管理体制は、代表的なリスクOGジメントのJレームワークであるISO31000を参照しています。

基本方針 リスク管理体制

腐敗防止‧贈収賄防止

基本方針

リスク管理体制

リスク管理体制図

サステナビリティ

サステナIリティニュース

トップメッセージ

サステナIリティOGジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

G：ガバナンストップ

コーポレート‧ガバナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプT42ンス

リスクマネジメント

リスク管理

情報セキュリティ

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナIリティレポート

ホーム サステナビリティ G：ガバナンス リスクマネジメント リスク管理

リスク管理
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当社は、当社グループにおけるリスク管理の実行を経営に係る重要課題と認識し、以下のリスクに区分して管理していま

す。その中でも特に経営に与える影響が大きく、重点的に管理すべきリスクを「モニタリング対象リスク」として抽出して

管理しています。

不動産関連リスク

リー5ルリスク

財務リスク

情報‧セキュリティリスク

労務リスク（健康と安全）

経営全般に関するリスク

ESG関連リスク（�候変動‧腐敗防止等）

また、以下のリスクに関しても管理を行っており、重要な事案に�いては、取締役会へ報告し、対応を審議しています。

不動産投資リスク

取締役会における審議に先立ち「投資委員会」を開催し、取得‧売却のリスク分析等を行い、その結果を執行役会に報

告しています。

事業継続計画（BCP）

これに基づく対応マニュアルを作成し、定期的に点検することに)り、緊急時における企業危機のリスク軽減に努めて

います。

2022年度以前の事案に起因した将来発生可能性の高い罰金‧和解金に関連して、2023年3月期末時点において、重要な引当

金の計上はありません。

監査法人のXーテーションに関する基本方針は、公認会計士法及びJICPAの倫理規則等に整合しております。

当社グループでは、「企業行動憲章」お)び「平和不動産グループ行動規範」を制定し、その社会的責任の重さを自覚し、

あらゆる法令やルールを厳格に遵守することはもと)り、高い倫理感をもって社会から信頼され続ける企業を目指すととも

に、社会規範に反することなく誠実か�公正に行動するにあたって遵守すべき事項をまとめています。

グループ行動指針の中では、政治や行政との関係に�いて社会から癒着が疑われる行動を厳に慎み、社会通念を逸脱した接

待や贈答等を禁止する等、賄賂だけに留まらず腐敗行動全般に対する防止策を具体的に定めています。この内容はイントラ

ネット上に公開されており、従業員はい�でも見ることができます。

腐敗‧贈収賄防止体制の運用状況に�いては、リスク管理委員会でモニタリングし、定期的に取締役会に報告します。

また、全役職員を対象としたコンプライアンス研修を年5回以上実施し、腐敗防止‧贈収賄防止をは�めとしたコンプ

ライアンスに関する諸規程の内容を周知‧徹底を図ることで、コンプライアンス意識の向上に努めています。

内部通報規程に基づき、組織的または個人的な法令違反行為、不正行為な�に会社として速やかに認識し、必要な措置

を講ずるとともに、当社グループ会社の倫理お)び法令の遵守を推進するため、「コンプライアンス‧ホットライン」

を社内に設置しています。

法人な�のお取引先�との公正な取引を進めるため、「外部通報窓口」を設置し、当社グループの役職員に)るコンプ

ライアンス違反やそのおそれのある行為に�いて通報いただいています。匿名での通報も可能です。

腐敗リスクが高いと判断された事業に�いては、取締役会や投資委員会が都度対応を判断しています。

リスク管理プロセス

法令違反、社会‧環境（ESG）問題を含む訴訟に備えての引当金に��て

会計監査人の定期的なローテーションおよび再関与に��て

腐敗防止‧贈収賄防止

腐敗防止の取り組み
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外部業者（仲介業者等の業務委託先‧再委託先を含む）の腐敗‧贈収賄リスクについては、契約、委託プロセスをリス

ク管理委員会が確認してい#。
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当社グループは、事業を円滑に行うために情報資源の活用を図るとともに、社会から高い信頼を得るためにリスク管理を適

切に実現する情報資源管理体制を確立し、情報の有効活用と情報セキュリティ確保を実現している情報活用優良企業となる

ことを目指します。

当社グループは、情報の適切なリスク管理を会社の重要な情報戦略の一つとして位置付け、この基本方針を定め、グループ

全体で情報セキュリティに取り組みます。

1. 情報セキュリティ管理体制の構築

当社グループは、情報セキュリティ管理体制を確立し、保有するすべての情報資産の保護および適切な管理に努めま

す。

2. 情報セキュリティに関する社内規程の整備

当社グループは、この基本方針に基づいた社内規程を整備し、全役職員に周知徹底します。

3. 情報セキュリティ教育の実施

当社グループは、情報セキュリティの確保に必要な教育等を継続的に実施し、全役職員に対して、情報リテラシーの向

上を図ります。

4. 情報セキュリティ対策

当社グループは、不正アクセス、破壊、情報漏えい、改ざん、紛失、盗難な�の脅威から情報資産を保護し、安全性を

確保するために、適切な対策の実施に努めます。また、万が一情報資産にセキュリティ上の問題が発生した場合は、そ

の被害を最小限に止めるとともに、その原因を迅速に究明し、再発防止に努めます。

5. 法令等の遵守

当社グループは、情報セキュリティに関する法令、国が定める指針、その他の社会的規範を遵守します。

6. 継続的改善の実施

当社グループは、以上の取り組みを継続的に見直し、改善に努めます。

情報セキュリティ基本方針

基本理念

基本方針

サステナビリティ

サステナビリティ6ュース

トップメッセージ

サステナビリティ=7ジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

G：ガバナンストップ

コーポレート‧ガバナンス

社外取締役

内部統制システム

コンプラ%アンス

リスクマネジメント

リスク管理

情報セキュリティ

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティレポート

ホーム サステナビリティ G：ガバナンス リスクマネジメント 情報セキュリティ

情報セキュリティ
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当社は、不動産セクターのE（環境）、S（社会）、G（ガバナンス）の取り組みを評価するベンチマーク「GRESBリアルエ

スAイト評価」において、既存物件運用に関わる「スタンディング‧インベストメント‧ベンチマーク」で4スター（昨年

評価：4スター）を取得いたしました。また、「マネジメント体制」及び「施策の実行‧計測」の両面において優れた会社

に付与される「グリーンスター」を3年連続で取得いたしました。さらに、ESG情報開示の充実
を測るGRESB開示評価に

おいても、ESG情報開示の取り組みが高く評価され、最上位の「Aレベル」の評価を取得しました。

GRESBは、不動産会社‧ファンドのESG配慮を測る年次のベンチマーク評価及び同評価を運営する組織の名称であり、責任

投資原則（PRI）を主導した欧州の主要年金基金グループを中心に2009年に創設されました。投資先の選定や投資先との対

話にGRESBデータを活用する投資家メンバーは、現在150機関に上り、日本でも、年金積立金管理運用独立行政法人

（GPIF）をはじめ、複数の機関がGRESB評価結果を利用しています。2023年のGRESBリアルエスAイト評価には、世界で

2,084の不動産会社やファンドが参加しました。

今後もサスAナJリAィ経営の実践を一層充実さる�とにより、評価向上に向けた積極的な活動を継続してまいります。

当社は、環境情報開示に取り組む国際的な非営利団体CDPによる「気候変動プ\グラム」の評価において、「A₋」ス6アを
獲得いたしました。

CDPは、環境問題に高い関心を持つ世界の機関投資家や大手購買企業の要請に基づき、企業や自治体に対して、気候変動、

水資源保護、森林保全等の環境問題への取り組みの促進と情報開示を求める活動を行う非営利団体です。2023年には、137

兆米ドル以上の資産を持つ740社以上の署名金融機関と協働し、世界の時価総額の3分の2に相当する23,000社以上、�して

1,100以上の自治体を含む、世界中の25,000を超える組織が CDP の質問書を通じて環境情報を開示しました。

今後もサスAナJリAィ経営の実践を一層充実さる�とにより、評価向上に向けた非財務情報を含めた透明性のある開示

に努めてまいります。

当社は、FTSE Blossom Japan Indexの構成銘柄に選定されております。本指数は、グ\ーバルインデックスプ\バイダー

であるFTSE Russell により構築され、ESGについて優れた対応を行っている日本企業のIフ1ーマンスを測定するインデッ

クスです。インダストリー‧ニュートラルになるように設計され、企業のESGの取り組みに注目する世界中の投資家から、

重要な投資判断基準として活用されています。

GRESBリアルエステイト評価2023

CDP

FTSE Blossom Japan Index

サステナビリティ

サスAナJリAィニュース

トップメッセージ

サスAナJリAィマネジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サスAナJリAィレQート

ホーム サステナビリティ 外部評価

外部評価
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当社は、FTSE Blossom Japan Sector Relative Indexの構成銘柄に選定されております。本指数は、FTSE Blossom Japan

Indexと同じく、FTSE Russellにより構築され、ESGの対応に優れた日本企業のIフ1ーRンスを反映するインデックス

で、<クター‧ニュートラルとなるよう設計されています。また、低炭素経済への移行を促進するた�、特に温室効果ガス

排出量の多い企業に�いては、TPI経営品質ス6+※により改善の取り組みが評価されている企業のみが組み入れ#れてい

ます。

※企業の温室効果ガス排出量および低炭素への移行に関連するリスクと機会の管理の質を評価したもの。

当社は、MSCI日本株女性活躍指数（WIN）の構成銘柄に選定されております。本指数は、米国の大手金融サービス企業で

あるMSCI社が、企業にお�る女性の雇用‧昇進等のデータ!性�多�性に関する開示情報を とに構築される株価指数で

す。

当社は、S&P/JPXカーボン‧エフィシェント指数の構成銘柄に選定されております。本指数は、日本市場の動向を示す代表

的な株価指数であるTOPIXをWニバースとし、環境情報の開示状況、炭素効率性（売上高当たり炭素排出量）の水準に着目

して、構成銘柄の.エイトを決定する指数です。

当社は、Morningstar日本株� ジェンダー‧ダイバーシティ‧ティルト指数 （除くREIT）に選定されております。本指数

は、確立されたジェンダー‧ダイバーシティ‧ポリシーが企業�化として浸透している企業、およ�、ジェンダーに関係な

く従業員に対し平等な機会を約束している企業に重点をおいた指数です。

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

S&P/JPXカーボン‧エフィシェント指数

Morningstar日本株� ジェンダー‧ダイバーシティ‧ティ�ト指数 （除くREIT）
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当社は、環境省が主催する「第4回ESGファイナンス‧アワード‧ジャパン」の環境サスAナMZ企業部門において、「環

境サスAナMZ企業」として選定されました。「ESGファイナンス‧アワード‧ジャパン」とは、ESG金融または環境‧社

会事業に積極的に取り組み、インパクトを与えた機関投資家、金融機関、仲介業�、企業等について、�の先進的取組み等

を表彰し、広く社会で共有することで、ESG金融の普及‧拡大につなげることを目的とした表彰制度です。

「環境サスAナMZ企業部門」は、「環境関連の重要な機会とYスク」を「企業価値」向上に向け経営戦略に取り込み、企

業価値に つなげつつ環境への正の効果を生み出している企業の具体的な実例を投資家や企業に示すため、当アワードの一

部門として設定されており、当社含め一定の基準を満たしている企業が「環境サスAナMZ企業」として選定‧公表されま

した。

THE INCLUSION OF HEIWA REAL ESTATE CO.,LTD. IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS,TRADEMARKS,

SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF

HEIWA REAL ESTATE CO.,LTD. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES.

THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE

TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

ESGファイナンス‧アワード‧ジャパン
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環境 社会 ガバナンス

開⽰指標 全体 オフィス 商業施設 住居 娯楽施設‧ロッジ 複合⽤途 単位

資産の数 74 37 7 10 3 17 件

賃貸可能⾯積 448,786 217,347 14,194 16,444 49,736 151,066 m

間接管理資産の割合 22.4 22.1 99.2 0.0 100.0 0.0 %

項目 目標

GHG排出量削減

長期目標 2050年度までにネットゼロ達成

中期目標 2025年度までに80％削減（2018年度比総量目標）

短期目標 毎年度1％以上削減（�年度比原単位目標）

新規開発物件における環境認証取得率 100%取得

対象物件基本データ

活動指標

2

気候変動への対策

取り組み目標

※1※2 ※2

※2

※3

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティ ネジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ%�ート

ホーム サステナビリティ ESGデータ

ESGデータ
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※1 2021年度以前は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（共同所有による持分が物件全体の25%に満たない物件および棚卸資

産は除く）を対象範囲としてい�す。

2022年度は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（棚卸資産は除く）を対象範囲としてい�す。

※2 短期‧中期目標はScope1+2を対象とし、長期目標はScope1+2+3を対象とする。

Scope1：事業者が所有又は管理する排出源から発生する温室効果ガスの直接排出

Scope2：電気、蒸気、熱の使用に伴う温室効果ガスの間接排出

Scope3：サプライチェーンによる排出

※3 対象とする環境認証はDBJ Green Building認証‧CASBEE建築等とし、対象物件はオフィス‧商業ビル（小規模物件を除く）とする。



単位

2018

年度

（基準年）

2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

GHG（CO ）排出量 t-CO 241,584 190,180

103,982

✓

130,337

✓

119,737

✓

164,089

✓

スコープ1 t-CO 2,999 3,183 3,023 ✓ 3,011 ✓ 2,709 ✓ 2,817 ✓

CO t-CO 2,603 2,633 2,799 2,720 2,639 2,659

CH t-CO 0 0 0 0 0 0

N t-CO 0 0 0 0 0 0

HFC t-CO 397 551 225 292 69 157

PFC t-CO 0 0 0 0 0 0

SF t-CO 0 0 0 0 0 0

その他 t-CO 0 0 0 0 0 0

スコープ2 t-CO 27,230 27,255 25,306 ✓ 20,564 ✓ 12,431 ✓ 11,608 ✓

スコープ1+2 t-CO 30,230 30,439 28,330 ✓ 23,576 ✓ 15,140 ✓ 14,425 ✓

スコープ3 t-CO 211,354 159,740 75,652 ✓

106,761

✓

104,596

✓

149,663

✓

カテゴリ1

購入した製品

‧サービス

t-CO 46,073 17,478 14,714 ✓ 14,289 ✓ 1,941 ✓ 2,869 ✓

カテゴリ2

資本財

t-CO 26,634 15,407 22,272 ✓ 60,937 ✓ 46,015 ✓ 29,441 ✓

カテゴリ3

Scope1,2の

上流

t-CO 4,324 5,012 4,743 ✓ 4,395 ✓ 2,642 ✓ 2,477 ✓

カテゴリ5

事業から出る

廃棄物

t-CO 1,876 1,855 1,457 ✓ 1,386 ✓ 2,225 ✓ 2,151 ✓

カテゴリ6

出張

t-CO 30 30 31 ✓ 31 ✓ 32 ✓ 33 ✓

カテゴリ7

雇用者の通勤

t-CO 34 36 35 ✓ 35 ✓ 32 ✓ 30 ✓

カテゴリ11

販売した

製品の使用

t-CO 121,744 106,983 20,222 ✓ 14,575 ✓ 34,454 ✓ 99,308 ✓

カテゴリ12

販売した

製品の廃棄

t-CO 1,706 614 135 ✓ 403 ✓ 464 ✓ 1,212 ✓

カテゴリ13

リース資産

（下流）

t-CO 8,929 12,321 12,039 ✓ 10,706 ✓ 16,787 ✓ 12,139 ✓

GHG（CO ）排出量（原単

位）

スコープ1+2

kg-

CO /m

68.3 66.5 60.0 ✓ 47.6 ✓ 27.6 ✓ 27.9 ✓

エネルギー消費量 MWh 94,392 115,629

104,299

✓

109,960

✓

139,220

✓

118,261

✓

エネルギー消費量

（原単位）

kWh/m 163.4 194.9 171.1 ✓ 174.5 ✓ 201.1 ✓ 178.4 ✓

✓を付したデータは第三者保証を受けています。

※カテゴリー4,8,9,10,14,15は排出源が存在しないた��算定対象外。

※当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（共同所有による持分が物件全体の25%に満たない物件およびたな卸資産は除く）が対象

範囲。

実績

GHG排出量‧エネルギー消費量実績

2 2

2

2 2

4 2

2O 2

2

2

6 2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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2022年度実績

2022年度実績

2022年度実績

取得目標に対する2021年度の新規開発物件に)�る環境認証取得率は100%です。

※対象とする環境認証はDBJ Green Building認証‧CASBEE建築等とし�対象物件は"5ィス‧商業ビル（小規模物件を除く）とする�

項目 目標

水使用量削減 各用途に)�て前年度比低減（原単位目標）

用途別実績︓エネルギー管理

開⽰指標 全体

オフィ

ス

商業施

設

住居

娯楽施設‧

ロッジ

複合⽤

途

単位

エネルギーデータカバー範囲 89.5 95.2 38.4 0.0 100.0 95.2

%（床⾯積

ベース）

（参考）エネルギーデータカバー範囲（消費量

を把握しているエネルギー種単位）

92.7 97.0 50.0 10.6 100.0 97.1

%（床⾯積

ベース）

データカバー範囲における総エネルギー消費量 139,221 41,575 31,586 113 25,341 40,606 MWh

うち購⼊し	電⼒の割合 57.9 75.6 52.2 100.0 13.6 71.6 %

うち再⽣可能エネルギーの割合 19.2 55.4 0.0 0.0 1.6 8.2 %

エネルギー消費量の同⼀条件⽐較に�る前年⽐

変化率

0.3 -4.25 2.78 4.00 14.02 -5.23 %

同⼀条件⽐較の対象カバー範囲 66.9 68.28 16.94 0.82 100.00 70.89

%（床⾯積

ベース）

エネルギー格付を保有している物件の割合 3.6 6.5 0.0 0.0 0.0 0.0

%（床⾯積

ベース）

ENERGY STAR認証を持つ物件の割合 - - - - - -

%（床⾯積

ベース）

（参考）グリーンビル認証を保有している物件

の 割合

31.9 42.1 16.1 0.0 0.0 30.7

%（床⾯積

ベース）

用途別実績︓テナントのサステナビリティへの影響の管理

開⽰指標 全体

オフィ

ス

商業施

設

住居

娯楽施設‧ロ

ッジ

複合⽤

途

単位

省エネ改修等に関する(スト分担条項を含む

新 規賃貸契約の割合

83.1 70.6 - - - 98.9

%（床⾯積ベ

ース）

上記に該当する新規賃貸契約⾯積 27073.9 12906.3 0.0 0.0 0.0 14167.6 m

全賃貸可能⾯積におけるGL契約締結実績のあ

る建物の⾯積割合

5.6 11.61 0.00 0.00 0.00 0.00

%（床⾯積ベ

ース）

うち�(スト分担条項を含むGL契約締結実績

のある建物の⾯積割合

5.6 11.61 0.00 0.00 0.00 0.00

%（床⾯積ベ

ース）

電⼒消費量を*7;ータに�り個別計測して

い る.ナントの割合

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

%（床⾯積ベ

ース）

取⽔量を*7;ータ個別計測している.ナ

ン トの割合

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

%（床⾯積ベ

ース）

2

用途別実績︓気候変動への適応

開⽰指標 全体

オフィ

ス

商業施

設

住居

娯楽施設‧ロッ

ジ

複合⽤

途

単

位

100年以内に洪⽔の危険性がある地域に所在してい

る物件⾯積

236,136 171,618 9,328 15,624 2,081 37,484 m

2

環境認証取得実績

水資源に対する取り組み

取り組み目標
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2018年度

（基準年）

2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

水使用量（m ）

（実績値）

475,140 604,937 375,102 ✓ 439,687 ✓ 530,304 ✓

523,259

✓

取水量（m ） 467,961 597,088 369,481 409,393 497,687 485,424

淡水の地表水 0 0 0 0 0 0

汽水の地表水/海水 0 0 0 0 0 0

地水 79,551 196,111 39,485 121,949 153,653 34,587

採石場で採取され

た水

0 0 0 0 0 0

外部廃水 0 0 0 0 0 0

第三者の水源（�

水道）

388,410 400,977 329,996 287,444 344,034 450,837

中水（m ） 4,408 4,869 3,330 17,769 19,773 14,585

雨水（m ） 2,771 2,980 2,291 12,525 12,268 23,250

水使用量（m ）

（年換算）

618,185 605,746 378,903 443,317 ✓ 538,533 ✓

523,310

✓

水使用量原単位

（年換算）（m /m ）

1.07 1.02 0.62 ✓ 0.70 ✓ 0.77 ✓ 0.82 ✓

✓を付したデータは第三者保証を受けています。

※当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（共同所有による持分が物件全体の25%に満たない物件およびたな卸資産は除く）が対象

範囲。

2022年度実績

実績

3

3

3

3

3

3 2

用途別実績︓⽔管理

開⽰指標 全体

オフィ

ス

商業施

設

住居

娯楽施設‧ロッ

ジ

複合⽤

途

単位

取⽔量データカバー範囲 92.0 96.7 39.2 17.5 100.0 96.4

%（床⾯積ベー

ス）

⽔スト>スの⾼い地域におけるデータ

カバー範囲

- - - - - -

%（床⾯積ベー

ス）

データカバー範囲における総取⽔量 530,304 163,993 38,963 351 169,645 157,353 m

うち⽔スト>スの⾼い地域における取

⽔量の割合

- - - - - - %

取⽔量の同⼀条件⽐較による前年⽐変

化率

13.0 0.58 9.55 80.00 43.44 -5.27 %

同⼀条件⽐較の対象カバー範囲 67.0 68.28 17.34 1.64 100.00 70.89

%（床⾯積ベー

ス）

3

汚染と廃棄物と資源利用に対する取り組み

取り組み目標
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※1 2021年度以前は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（共同所有による持分が物件全体の25%に満たない物件および棚卸資

産は除く）を対象範囲としています。

2022年度は、当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（棚卸資産は除く）を対象範囲としています。

※2 各用途（オフィス、商業施設、住居、娯楽施設‧ロッジ、複合用途）に目標を適用します。

項目 目標

廃棄物排出量削減 各用途において前年度より低減（原単位目標）

リサイクル率 2030年度までに80%

※1 廃棄物排出量‧廃棄物排出原単位の実績値は、リサイクルごみを除いています。

※2 各用途（オフィス、商業施設、住居、娯楽施設‧ロッジ、複合用途）に目標を適用します。

※3 当社保有の本支店ビルを対象。

※1※2

※3



単位

2018

年度

（基準年）

2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

廃棄物総排出量 t 3,089 2,956 2,428 ✓ 2,183 ✓ 3,011 ✓ 3,357 ✓

廃棄物排出量

（リサイクルごみ

除く）

t 1,311 1,300 1,017 1,009 1,931 1,514

リサイクルごみ

排出量

t 1,778 1,655 1,410 ✓ 1,173 ✓ 1,079 ✓ 1,842 ✓

廃棄物排出量

（リサイクルごみ

除く）

（原単位）

kg/m 2.3 2.27 1.76 ✓ 1.60 ✓ 2.79 ✓ 2.40 ✓

リサイクル率 % 58 56 58 53.7 35.8 61.6

揮発性有機化合物

排出量（VOCs）

ℓ 0 0 0 0 0 0

✓を付したデータは第三者保証を受けています。

※当社グループが保有する不動産ポートフォリオ（共同所有による持分が物件全体の25%に満たない物件およびたな卸資産は除く）が対象

範囲。

実績

2
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環境 社会 ガバナンス

項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 目標

労働災害件数 0件 0件 0件 0件 -

うち死亡件数 0件 ✓ 0件 ✓ 0件 ✓ 0件 ✓ 毎年度0件

うち休業件数 0件 0件 0件 0件 -

※対象範囲：契約社員を含む全従業員。

✓を付したデータは第三者保証を受けています。

数値目標 目標年 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

救命講習資格保有率 100% 2030年度まで毎年 100% 100% 100% 99%

項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

総研修時間（時間/年） 1,186 1,124 1,514 1,563

従業員一人当たりの研修時間（時間/年） 11.6 12.4 15.8 16.5

総研修費用（円/年） 3,274,342 8,473,780 6,536,880 6,459,383

従業員一人当たりの研修費用（円/年） 32,101 93,118 68,093 67,994

人権‧労働基準

労災事故件数

人材マネジメント

普通救命講習の実施

従業員向け能力開発研修

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティ#�ジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ'"ート

ホーム サステナビリティ ESGデータ

ESGデータ
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2021年度 2022年度 2023年度

女性職員比率 33.3% 35.4% 35.8%

女性管理職比率 5.3% 10.8% 14.3%

非正規社員比率 9.0％ 10.8% 12.2％

障がい者雇用率 0% 0% 0%

※1全従業員（連結）に占める契約社員または派遣社員といった非正社員の割合

※2全従業員（連結）に占める障害者の割合

2021年度 2022年度 2023年度

女性新卒採用実績

1名（全3名）

33.3%

1名（全2名）

50.0%

2名（全4名）

50.0%

育児休業取得実績 - 3名 2名

時短勤務取得 1名 1名 0名

多様な働き方の実現

女性活躍の推進

※1

※2
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項目 2023年度 2024年度 数値目標（2024年度）

中期経営計画KPI

健康診断受診率 100% ✓ - 100%

がん検診受診率 100% ✓ - 100%

有給休暇取得率 82.3% ✓ - 70%以上

項目 2023年度 2024年度 数値目標（2025年度）

健康経営KPI

ストレスチェック受検率 100% 100% 100%

喫煙率 12.4% 11.4% 10%以下

運動習慣比率 46.7% 49.5% 50%以上

睡眠による十分な休養が

取れている人の比率

62.9% 62.9% 80%以上

適正体重者率 65.2% 70.1% 70%以上

傷病による離職者数 0人 0人 0人

傷病による休職者数 0人 0人 0人

高ストレス者率 0% 2.6% 5%以下

ワークエンゲージメント

の状況

88.7% 89.5% 90%

労働災害死亡件数 0件 ✓ 0件 ✓ 0件

※1 毎年度の数値目標

※2 ストレスチェックにて「働きがいのある仕事だ」に「そうだ」または「まあそうだ」と回答した従業員の割合

2023年度：測定人数115人‧回答�100%

2024年度：測定人数114人‧回答�100%

✓を付した(ー$は第三者保証を受けていま�。

※3 あるべき姿と前年度の達成度を踏ま7て設定

項目 2023年度 2024年度

アプセンティーズム 1.54日 1.30日

プレゼンティーズム 10.5% 11.6%

精密検査受診率 38% 35.6%

保健指導受診率 100% -

高血圧により治療中の人の割合 0% -

※1 心身の体調不良に�る休暇取得（遅刻早退を含む）日数

2023年度：測定人数105人‧回答�100%

2024年度：測定人数105人‧回答�100%

※2 病気やけががないときに発揮できる仕事の出来を100%とした�過去4週間の自身の仕事の評価（東大1項目版プレゼンティーイズム）

2023年度：測定人数105人‧回答�100%

2024年度：測定人数105人‧回答�100%

健康と安全

健康課題改善の取り組み目標

※1

※1

※1

※1

※2

※1

その他の健康経営成果指標

※1

※2
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項目 受講対象者 参加率 満足度

運動セミナー 全社員 51% 63%

食事セミナー 全社員 27% 100%

睡眠セミナー 全社員 29% -

女性の健康セミナー ⼥性社員 61% 57%

ラインケア研修 管理職 95% -

救命救急講習 全社員 100% -

項目 2023年度 2024年度

ヘルスリテラシー 77.0 75.3

※「Communicative and Critical Health Literacy （CCHL）」をベースに、従業員のヘルスリテラシーの水準を算出

項目 2023年度 2024年度

医療‧健康関連費（従業員1人あたり） 67,915円 -

研修の受講状況‧満足度

従業員の�����シーの状況

※

健康経営施策への投資額
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環境 社会 ガバナンス

項目 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取締役会の社外取締役比率：1/3

以上

4/9名 4/9名 4/9名 5/9名

女性取締役：1名以上 0名 1名 1名 1名

指名‧報酬委員会の社外取締役

比率：過半数

指名：3/4名

報酬：2/3名

指名：3/4名

報酬：2/3名

指名：3/4名

報酬：2/3名

指名:3/4名

報酬:2/3名

指名:3/4名

報酬:2/3名

コンプライアンス研修：年5回以

上

2回 5回 5回 5回

※：表内実績は各年度6月末時点

コーポレート‧ガバナンスの強化

※

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティ�ジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ��ート

ホーム サステナビリティ ESGデータ

ESGデータ
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1名

5回

5/9名

2023年度



TCFD対照表 SASB対照表

TCFD によって推奨される開示 ウェブサイト開示箇所

ガバナンス

気候関連のリスクおよび機会に係る組織のガバナンスを開示する

a) 気候関連のリスクおよび機会についての、取締役

会による監督体制を説明する

TCFDに基づく情報開示 ＞ガバナンス

E：環境 ＞推進体制

統合報告書 2023  p.49

b) 気候関連のリスクおよび機会を評価‧管理する上

での経営者の役割を説明する

TCFDに基づく情報開示 ＞ガバナンス ＞「気候関連課

題に係る最高責任者は、～」  p.4

戦略

気候関連のリスクおよび機会がもたらす組織の,ジネス‧戦略‧財務計画への実際のおよび潜在的な影響を、	の

ような情報が重大な場合は、開示する

a) 組織が識別した、短期‧中期‧長期の気候関連の

リスクおよび機会を説明す

TCFDに基づく情報開示＞戦略＞＜当社事業に対する気候関

連リスク‧機会＞

b) 気候関連のリスクおよび機会が組織の,ジネス‧

戦略‧財務計画に及ぼす影響を説明する

TCFDに基づく情報開示＞戦略＞＜当社事業に対する気候関

連リスク‧機会＞

c) 2℃以下シナリオを含む、さま�まな気候関連シ

ナリオに基づく検討を踏まえて、組織の戦略のレジ

リエンスについて説明する

TCFDに基づく情報開示＞戦略＞＜戦略のレジリエンス＞

リスク管理

気候関連リスクについて、組織が�のように識別‧評価‧管理している�について開示する

a) 組織が気候関連リスクを識別‧評価するプロセス

を説明する

TCFDに基づく情報開示＞リスク管理＞＜気候関連リスクを

識別‧評価するプロセス＞

b) 組織が気候関連リスクを管理するプロセスを説明

する

TCFDに基づく情報開示＞リスク管理＞＜気候関連リスクを

管理するプロセス＞

c) 組織が気候関連リスクを識別‧評価‧管理するプ

ロセスが組織の総合的リスク管理に�のように統合

されている�について説明する

TCFDに基づく情報開示＞リスク管理

指標と目標

気候関連のリスクおよび機会を評価‧管理する際に使用する指標と目標を、	のような情 報が重要な場合は、開示

する

a) 組織が、自らの戦略とリスク管理プロセスに即し

て、気候関連のリスクおよび機会を評価する際に用

いる指標を開示する

TCFDに基づく情報開示＞指標と目標

E：環境＞気候変動への対策（取り組み目標、具体的な

取り組み）

統合報告書 2023 p.41,42

b) Scope1、Scope2および当てはまる場合はScope3

の温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量と、	の関連リス

クについて開示する

統合報告書 2023 p.41,42

c) 組織が気候関連リスクおよび機会を管理するた�

に用いる目標、および目標に対する実績について説

明する

統合報告書 2023 p.41,42

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティ��ジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ��ート

ホーム サステナビリティ 対照表

対照表
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TCFD対照表 SASB対照表

コード 開⽰指標 ウェブサイト開示箇所

IF-RE-000.A 資産の数

ESGデータ > 環境 > 対象物件基本デー

タ

IF-RE-000.B 賃貸可能⾯積

ESGデータ > 環境 > 対象物件基本デー

タ

IF-RE-000.C 間接管理資産の割合

ESGデータ > 環境 > 対象物件基本デー

タ

IF-RE-000.D 平均入居率 －

コード 開⽰指標 ウェブサイト開示箇所

IF-RE-130a.1

エネルギーデータカバー範囲

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

（参考）エネルギーデータカバー範囲（消費量 を把握しているエネルギ

ー種単位）

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

IF-RE-130a.2

データカバー範囲における総エネルギー消費量

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

うち購⼊し�電⼒の割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

うち再⽣可能エネルギーの割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

IF-RE-130a.3

エネルギー消費量の同⼀条件⽐較による前年⽐変化率

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

同⼀条件⽐較の対象カバー範囲

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

IF-RE-130a.4

エネルギー格付を保有している物件の割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

ENERGY STAR認証を持つ物件の割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

（参考）グリーンビル認証を保有している物件の割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓エネルギー管理

IF-RE-130a.5

建物のエネルギー管理に関する考慮がどのよう に不動産投資分析および

運⽤戦略に組み込まれ ている�の説明

E：環境 > 気候変動への対策

活動指標

トピック︓エネルギー管理

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティ��ジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ��ート

ホーム サステナビリティ 対照表

対照表

-84-



コード 開⽰指標 ウェブサイト開示箇所

IF-RE-140a.1

取⽔量データカバー範囲

ESGデータ > 環境 > 水資源に対する取

り組み > 実績 > ⽤途別実績︓⽔管理

⽔ストレスの⾼い地域におけるデータカバー範囲

ESGデータ > 環境 > 水資源に対する取

り組み > 実績 > ⽤途別実績︓⽔管理

IF-RE-140a.2

データカバー範囲における総取⽔量

ESGデータ > 環境 > 水資源に対する取

り組み > 実績 > ⽤途別実績︓⽔管理

うち⽔ストレスの⾼い地域における取⽔量の割合

ESGデータ > 環境 > 水資源に対する取

り組み > 実績 > ⽤途別実績︓⽔管理

IF-RE-140a.3

取⽔量の同⼀条件⽐較による前年⽐変化率

ESGデータ > 環境 > 水資源に対する取

り組み > 実績 > ⽤途別実績︓⽔管理

同⼀条件⽐較の対象カバー範囲

ESGデータ > 環境 > 水資源に対する取

り組み > 実績 > ⽤途別実績︓⽔管理

IF-RE-140a.4

⽔管理リスクに関する説明及び、それらのリス ク軽減の��の戦略と取

り組みに関する議論

E：環境 > 水資源に対する取り組み

コード 開⽰指標 ウェブサイト開示箇所

IF-RE-410a.1

省エネ改修等に関する&スト分担条項を含む新規賃貸契約の割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓テナントのサス

テナ��ティへの影響の管理

上記に該当する新規賃貸契約⾯積

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓テナントのサス

テナ��ティへの影響の管理

全賃貸可能⾯積におけるGL契約締結実績のある建物の⾯積割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓テナントのサス

テナ��ティへの影響の管理

うち、&スト分担条項を含むGL契約締結実績の ある建物の⾯積割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓テナントのサス

テナ��ティへの影響の管理

IF-RE-410a.2

電⼒消費量を'7;ータにより個別計測しているテナントの割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓テナントのサス

テナ��ティへの影響の管理

取⽔量を'7;ータ�個別計測しているテナントの割合

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓テナントのサス

テナ��ティへの影響の管理

IF-RE-410a.3

テナントによる'ステナ4リティへの影響を測 定し、奨励し、改善する

アプローチについての 議論

E：環境 > 環境に対する考え⽅ > 環境

サプライチェーン > テナント業務に 

ける環境問題に関する⽅針

コード 開⽰指標 ウェブサイト開示箇所

IF-RE-450a.1 100年以内に洪⽔の危険性がある地域に所在している物件⾯積

ESGデータ > 環境 > 気候変動への対策

> 実績 > ⽤途別実績︓気候変動への適

応

IF-RE-450a.2

気候リスク分析およびポートフォリオのシステ マティ-クリスクの度合

い、リスク軽減の�� の戦略に関する議論

E：環境 > 気候変動への対策

トピック︓⽔管理

トピック︓テナントのサステナビィティへの影響の管理

トピック︓気候変動への適応
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当社は、LRQAリミテッドより、環境データおよび社�データ�保証を取得しています。

第三者保証

保証声明書（2022年度データ） [PDF: 269.2KB]

保証声明書（2021年度データ） [PDF: 271.4KB]

保証声明書（2020年度データ） [PDF: 281.6KB]

サステナビリティ

サステナビリティニュース

トップメッセージ

サステナビリティ"�ジメン

ト

E：環境

S：社�

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティ'!ート

ホーム サステナビリティ 第三者保証

第三者保証
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2023年3月期

サステナビリティレポート2023 [PDF: 6.4MB]

バックナンバー

サステナビリティレポート2022 [PDF: 6.1MB]

サステナビリティレポート2021 [PDF: 14.8MB]

サステナビリティ

サステナビリティ��ース

トップメッセージ

サステナビリティ��ジメン

ト

E：環境

S：社会

G：ガバナンス

外部評価

ESGデータ

対照表

第三者保証

サステナビリティレポート

ホーム サステナビリティ サステナビリティ
ー�

サステナビリティレポート
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